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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 第57期、第58期及び第61期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計

上されているため、第60期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については潜在株式が存在しないため、

記載していない。 

３ 提出会社は平成16年３月２日付で、株式５株を１株とする株式併合を行っている。 

なお、第58期の１株当たり当期純損失は、期首に併合が行われたものとして計算している。 

４ 平成18年10月１日付で、不動建設株式会社と株式会社テトラは合併して株式会社不動テトラとなった。な

お、第57期から第60期までの記載については、存続会社である不動建設株式会社のものとなっている。ま

た、第61期の自己資本利益率の算定にあたり、期首自己資本額は株式会社テトラのものを採用している。 

５ 第61期より、「企業結合に係る会計基準」(企業会計審議会 平成15年10月31日)及び「事業分離等に関する

会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企業会計基準第7号)並びに「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準委員会 終改正平成18年12月22日 企業会計基準

適用指針第10号)を適用している。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 156,923 128,568 61,188 57,312 67,085

経常利益 
又は経常損失(△)

(百万円) 728 △2,717 2,665 1,958 △1,902

当期純利益 
又は当期純損失(△)

(百万円) △3,165 △20,772 1,123 538 △2,468

純資産額 (百万円) 11,490 60 1,169 4,445 25,202

総資産額 (百万円) 162,298 81,932 50,226 38,964 67,205

１株当たり純資産額 (円) 87.37 △2.80 5.95 24.42 152.72

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) △24.06 △765.34 7.10 3.11 △15.01

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― 6.95 ― ―

自己資本比率 (％) 7.08 0.1 2.3 11.4 37.4

自己資本利益率 (％) ― ― 182.8 19.2 △12.8

株価収益率 (倍) ― ― 33.1 58.6 ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 160 2,770 △167 4,954 2,893

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △192 11,916 753 △201 △239

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,010 △10,756 △17,848 △6,851 △2,749

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 20,414 24,344 7,081 5,015 7,166

従業員数 (人) 1,772 1,274 782 744 1,119



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 第57期及び第58期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計上されて

いるため、第60期及び第61期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については潜在株式が存在しないた

め、記載していない。 

３ 平成16年３月２日付で、株式５株を１株とする株式併合を行っている。 

なお、第58期の１株当たり当期純損失は、期首に併合が行われたものとして計算している。 

４ 平成18年10月１日付で、不動建設株式会社と株式会社テトラは合併して株式会社不動テトラとなった。な

お、第57期から第60期までの記載については、存続会社である不動建設株式会社のものとなっている。 

５ 第61期より、「企業結合に係る会計基準」(企業会計審議会 平成15年10月31日)及び「事業分離等に関する

会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企業会計基準第7号)並びに「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準委員会 終改正平成18年12月22日 企業会計基準

適用指針第10号)を適用している。 

  

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 133,854 108,830 59,003 54,158 56,406

経常利益 
又は経常損失(△)

(百万円) 1,419 △1,601 2,463 1,785 1,841

当期純利益 
又は当期純損失(△)

(百万円) △3,551 △18,727 1,107 365 780

資本金 (百万円) 13,931 3,639 3,639 4,989 5,000

発行済株式総数 (千株) 131,535 166,860 166,860 182,025 182,025

純資産額 (百万円) 11,184 24 1,116 4,200 12,029

総資産額 (百万円) 141,286 75,363 49,772 37,929 53,174

１株当たり純資産額 (円) 85.04 △3.03 5.63 23.07 73.13

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円) 
(円)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

2
(―)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) △27.00 △688.30 6.99 2.11 4.50

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― 6.85 ― ―

自己資本比率 (％) 7.9 0.0 2.2 11.1 22.6

自己資本利益率 (％) ― ― 194.1 13.7 9.6

株価収益率 (倍) ― ― 33.6 86.3 22.0

配当性向 (％) ― ― ― ― 44.4

従業員数 (人) 1,423 1,177 724 672 977



２ 【沿革】 

  

 
  

 昭和22年１月 大阪市において建設業を主たる事業目的とする株式会社瀧田ノ組を設立

 昭和24年９月 建設業法による建設大臣登録(イ)第2516号の登録を完了(以後２年ごとに登録更新)

 昭和31年11月 商号を不動建設株式会社に変更

 昭和33年12月 東京本店を開設

 昭和36年８月 株式を大阪店頭市場に公開

 昭和36年10月 株式を大阪証券取引所市場第二部に上場

 昭和37年５月 株式を東京証券取引所市場第二部に上場

 昭和37年12月 名古屋支店を開設 

株式を名古屋証券取引所市場第二部に上場

 昭和39年６月 北海道支店を開設

 昭和39年７月 九州支店を開設

 昭和41年11月 東北支店を開設

 昭和42年１月 千葉支店を開設

 昭和42年２月 株式が東京、大阪、名古屋各証券取引所市場第一部に指定替

 昭和45年７月 宅地建物取引業法による建設大臣免許(1)第790号の免許を取得(以後３年ごとに免許更新)

 昭和45年10月 大阪本店、横浜支店及び神戸支店を開設

 昭和46年６月 広島支店を開設 

プレニーハウジング㈱(現 ㈱建研)を設立

 昭和46年11月 定款の事業目的に環境整備並びに公害防止事業等を追加

 昭和47年４月 北九州支店を開設

 昭和48年10月 建設業法の改正に伴い、建設大臣許可(特―48)第1868号の許可を取得(以後３年ごとに許可更新)

 昭和51年７月 フドウ重機㈱(現 ㈱ソイルテクニカ・連結子会社)を設立

 昭和56年11月 四国支店を開設

 昭和57年８月 南四国支店を開設

 昭和63年12月 決算期を９月30日から３月31日に変更

 平成９年７月 宅地建物取引業法による建設大臣免許(10)第790号を更新取得(以後５年ごとに免許更新)

 平成９年10月 建設業法による建設大臣許可(特―９)第1868号を更新取得(以後５年ごとに許可更新)

 平成10年６月 北関東支店を開設

 平成15年４月 フドウ建研㈱（現 ㈱建研）を株式交換により完全子会社化

 平成15年７月 フドウサービス㈱を吸収合併

 平成16年３月 建築事業を㈱ナカノフドー建設に営業譲渡 

フドウ建研㈱（現 ㈱建研）の株式のすべてをフェニックス・キャピタル㈱に譲渡 

㈱テトラが第三者割当増資の引受により、親会社となる。

 平成17年２月 米国カリフォルニア州に Fudo Construction Inc.を設立

 平成18年10月 当社を存続会社として親会社の株式会社テトラと合併 商号を株式会社不動テトラに変更



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、子会社9社及び関連会社4社で構成され、建設事業（一般土木、海洋土木及び地

盤改良事業）及び型枠賃貸事業を主な事業内容とし、その他の事業として環境景観商品、建設資機材の製

造・販売、保険代理等のサービスを行っている。 

(建設事業) 

当社、フドウ技研㈱、Fudo Construction Inc.、高橋秋和建設㈱及び日鉄環境エンジニアリング㈱

が建設工事の受注、施工を行っており、当社はその一部をこれらの会社に発注している。 

(型枠賃貸事業) 

当社、㈱三注及び東亜土木㈱が消波・根固ブロック用鋼製型枠の賃貸を行っている。 

(その他事業) 

当社、フドウ技研㈱及び福祉商事㈱が建設資機材等の販売・リース、福祉商事㈱が保険代理等のサ

ービスの提供を行なっており、当社はこれらの会社より建設資機材等の納入及び保険代理等のサービ

スを受けている。 

事業の系統図は次のとおりである。 

  

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ ※１：特定子会社に該当する。 

２ 売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えている会社はない。 

３ フドウ技研㈱は平成19年5月1日をもって㈱ソイルテクニカに商号変更した。 

４ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

  

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の所有
又は被所有 
割合(％)

関係内容

(連結子会社)

※１ 

フドウ技研㈱
東京都中央区 150百万円

建設事業
その他の事業

100.0

当社の建設事業において施工

協力している。

当社から資金の貸付を受けて

いる。

Fudo Construction Inc. 米国カリフォルニア州 2百万US$ 建設事業 100.0

当社グループの北米における

建設事業を行っている。

当社から資金の貸付を受けて

いる。

高橋秋和建設㈱ 秋田県由利本荘市 60百万円 建設事業 66.7

当社の建設事業において施工

協力している。 

役員の兼任 1名

㈱三柱 東京都江東区 250百万円 型枠賃貸事業 100.0
当社グループに対し建設用資

機材の賃貸等を行っている。

東亜土木㈱ 東京都中央区 50百万円 型枠賃貸事業 100.0
当社グループに対し建設用資

機材の賃貸等を行っている。

福祉商事㈱ 東京都台東区 30百万円 その他の事業 88.3

当社グループに対し建設用資

機材の賃貸等を行っている。

役員の兼任 1名

(持分法適用関連会社)

日鉄環境エンジニアリング㈱ 東京都千代田区 450百万円 建設事業 38.0
当社の建設事業において施工

協力している。



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成19年３月31日現在) 

 
(注) １ 従業員数は就業人員である。 

２ 株式会社テトラとの合併により、従業員数が300人増加している。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成19年３月31日現在) 

 
(注) １ 従業員数は就業人員である。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

３ 株式会社テトラとの合併により、従業員数が300人増加している。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、不動建設労働組合（組合員数445人）およびテトラ労働組合（組合員数181人）が

組織されており、不動建設労働組合は上部団体である建設連合に加入している。 

なお、労使関係について特に特記すべき事項はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

建設事業 850

型枠賃貸事業 106

その他の事業 55

全社(共通) 108

合計 1,119

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

977 46.8 21.1 6,689,662



第２ 【事業の状況】 

(注)「第２ 事業の状況」における各事項の金額については、消費税等抜きの金額で表示している。 

 また、当連結会計年度の連結財務諸表は、企業結合に係る会計基準に基づき、平成18年10月1日に吸収合併し

た株式会社テトラ（親会社）における前期連結財務諸表を前提に作成しているため、各事項の前連結会計年度の

金額及び比較は株式会社テトラの前連結会計年度のものとなっている。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業部門の好調が持続し、これが家計部門にも波及し始める

など、景気は緩やかな回復を続けた。 

建設業界においては、企業収益の改善により民間設備投資は増加したものの、当社グループの主力事

業分野である土木関連市場においては、財政構造改革の推進により公共建設投資が引き続き減少し、受

注競争が激化するなど、厳しい経営環境が続いた。 

このような環境の下、不動建設株式会社と株式会社テトラは、技術力の充実強化、収益力の向上、財

務体質の強化および事業規模の確保等を図るため、昨年10月に合併し、「人と人」、「技術と技術」、

「人と技術」の融合を進め、「技術と財務体質に優れた会社」を目指してきた。 

合併の効果は着実に現れており、財務面においては、自己資本が増加するなど財務体質が改善され

た。事業面においても、地盤改良の技術と海洋土木の実績を活かした工事、入札機会の拡大に伴い従来

入札参加機会のなかった工事等も受注している。特に財務体質の改善により、発注者が本格的に適用を

始めた入札ボンド制度の下で行われる入札にも積極、果敢に対応できる事業基盤を整備できたことは、

今後の受注を確保する上で大きな前進となった。 

また、従来より営業活動を展開してきた大型プロジェクトである羽田空港再拡張事業については、漸

く当連結会計年度末に着工の運びとなり、当社グループの得意とする分野において施工を開始した。 

 新工法、新商品については、地盤改良分野において低改良率ソイルセメントコラム工法（AliCC工

法）を独立行政法人土木研究所ほか民間企業２社と共同開発し、特許を取得した。また、宅地地盤改良

市場の拡大を目指し、株式会社サムシングに対し高強度深層混合処理工法（PROP工法）の実施を許諾し

た。ブロック分野においては、対波浪安定性とコストの競争力に優れ、かつ環境への配慮といった時代

の要請にも応えられる新型被覆ブロックを開発し、当連結会計年度末より営業を開始した。さらに環境

保全分野においては、今後に増加が見込まれる焼却施設解体事業への営業強化の一環として、同業他社

および環境機器メーカーなど14社と焼却施設解体・改修のマネジメントシステムを共同開発し、財団法

人日本建築センターより新建築技術の認定を取得した。 

これら国内市場における成果に加え、地盤改良事業を中心に取り組んでいる海外市場においては、米

国に設立した当社の100％子会社であるFudo Construction Inc.が、カリフォルニア州において、米国

で初めてのＳＡＶＥコンポーザー（静的締固め砂杭工法）の採用を含め、３件の地盤改良工事を受注し

た。 

当連結会計年度の業績については、合併効果等により受注高は75,647百万円（前連結会計年度比

21.2％増）となったが、受注の例年以上の下期への集中や、大規模工事の着工が遅れたこと等により売

上高は67,085百万円（同14.0％減）となった。 

損益については、工事原価の低減や経費の削減に努めたものの、売上高が当初予想を下回ったこと等

に加えて、合併時および合併以前に生じたのれん償却額3,657百万円を販売費及び一般管理費に計上し

たこともあり、経常損失は1,902百万円（前連結会計年度1,694百万円の経常利益）、当期純損失は合併



関係費用等を特別損失に計上したこともあり、2,468百万円（同529百万円の当期純利益）となった。

事業の種類別セグメントの概況は次のとおりである。 

①建設事業 

当連結会計年度の受注高は68,691百万円（前連結会計年度比25.1％増）、売上高は60,026百万円

（同15.0％減）、営業損失は2,885百万円（前連結会計年度982百万円の営業利益）となった。 

②型枠賃貸事業 

当連結会計年度の受注高は4,519百万円（前連結会計年度比16.4％減）、売上高は4,697百万円

（同11.6％減）、営業利益は1,386百万円（同34.0％増）となった。 

③その他の事業 

当連結会計年度の受注高は2,437百万円（前連結会計年度比16.4％増）、売上高は2,362百万円

（同12.0％増）、営業損失は174百万円（前連結会計年度43百万円の営業利益）となった。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、工事代金の回収及び期末日が休日であった

ことによる仕入債務、未払金の増加等により2,893百万円(前連結会計年度比2,465百万円減)の収入超過

となった。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、合併に伴う有形固定資産の取得等により239百万円(前連結会

計年度比90百万円減)の支出超過となった。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済等により2,749百万円(前連結会計年度比4,779

百万円増)の支出超過となった。 

これにより、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は前連結会計年度に比べ94百万円減少し、

7,166百万円となった。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 受注実績 

  

 
  

(2) 売上実績 

  

 
（注）当連結企業集団では生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していない。 

  

参考のため、提出会社単独の事業の状況は次のとおりである。 

建設業における受注工事高及び施工高の状況 

① 受注高、売上高、繰越高及び施工高 

  

 
(注) １ 前期以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更あるものについては、当期受注高にその増減

額を含む。したがって当期完成工事高にもかかる増減額が含まれる。 

２ ㈱テトラより引き継いだ海洋土木の前期繰越高9,808百万円は、当期受注高に含めている。 

３ 次期繰越高の施工高は、支出金により手持高の施工高を推定したものである。 

４ 当期施工高は、(当期完成工事高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高)に一致する。 

  なお、㈱テトラより引継いだ海洋土木の前期繰越施工高は3,444百万円である。 

  

事業の種類別セグメント

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(百万円)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(百万円)

建設事業 54,904 68,691

型枠賃貸事業 5,403 4,519

その他の事業 2,094 2,437

合計 62,401 75,647

事業の種類別セグメント

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(百万円)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(百万円)

建設事業 70,612 60,026

型枠賃貸事業 5,315 4,697

その他の事業 2,109 2,362

合計 78,037 67,085

期別 工事別
前期繰越高

(百万円)

当期受注高

(百万円)

計

(百万円)

当期完成 

工事高

(百万円)

次期繰越高
当期施工高 

(百万円)手持高 

(百万円)

うち施工高 

(％、百万円)

第60期 

 

自平成17年 

４月１日 

至平成18年 

３月31日

一般土木 38,906 21,540 60,446 30,348 30,098 6.0 1,793 29,212

地盤改良 8,106 19,420 27,526 23,809 3,716 13.6 506 23,034

計 47,012 40,960 87,972 54,158 33,814 6.8 2,299 52,245

第61期 

 

自平成18年 

４月１日 

至平成19年 

３月31日

一般土木 30,098 20,972 51,070 24,192 26,877 7.1 1,899 24,298

海洋土木 ― 16,962 16,962 9,247 7,714 6.5 504 6,307

地盤改良 3,716 29,729 33,445 20,074 13,372 3.4 456 20,024

計 33,814 67,663 101,477 53,514 47,963 6.0 2,859 50,630



② 受注工事高の受注方法別比率 

工事の受注方法は、特命と競争に大別される。 

  

 
(注) 百分比は請負金額比である。 

  

③ 完成工事高 

  

 
(注) １ 完成工事のうち主なものは、次のとおりである。 

第60期 完成工事の主なもの 

 
第61期 完成工事の主なもの 

 
２ 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであ

る。 

 
  

期別 区分 特命(％) 競争(％) 計(％)

第60期 
自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日

一般土木工事 19.6 80.4 100

地盤改良工事 75.9 24.1 100

第61期 
自平成18年４月１日 
至平成19年３月31日

一般土木工事 8.8 91.2 100

海洋土木工事 43.5 56.5 100

地盤改良工事 79.4 20.6 100

期別 区分(百万円) 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

第60期 
自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日

一般土木工事 24,721 5,627 30,348

地盤改良工事 876 22,934 23,809

計 25,597 28,561 54,158

第61期 
自平成18年４月１日 
至平成19年３月31日

一般土木工事 19,939 4,253 24,192

海洋土木工事 7,864 1,383 9,247

地盤改良工事 323 19,751 20,074

計 28,126 25,388 53,514

国土交通省 ３６０号鮎飛トンネル工事

日本下水道事業団 保内町保内浄化センター建設工事

国土交通省 圏央道八王子市下恩方町改良工事

神戸市 神戸空港地盤改良工事（その７）

日本赤十字社 東京都赤十字血液センター合同社屋液状化対策地盤改良工事

宮城県 長沼ダム本体築造(長沼水門)工事

大阪府 大阪モノレール彩都線豊川駅舎建設工事

東京ガス㈱ 扇島工場気化設備増設１期セカンダリーポンプヤード基礎地盤補強工事

静岡県 平成17年度相良海岸高潮対策工事(堤防耐震対策工・第１工区)

内閣府沖縄総合事務局 石垣港(新港地区)岸壁(－７．５ｍ)②築造外１件工事

第60期

 該当なし

第61期

 国土交通省 8,719百万円 16.3％



④ 手持工事高(平成19年３月31日) 

  

 
(注) 手持工事のうち主なものは、次のとおりである。 

 
  

⑤ その他事業収入(平成19年３月31日) 

  

 
  

区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

一般土木工事 18,762 8,116 26,877

海洋土木工事 3,245 4,470 7,714

地盤改良工事 5,756 7,616 13,372

計 27,762 20,201 47,963

中日本高速道路㈱ 近畿自動車道菅合トンネル工事 平成20年３月完成予定

独立行政法人鉄道建設・ 

運輸施設整備支援機構
九幹鹿、鳥栖下野ＢＬ他工事

平成19年12月完成予定

名古屋鉄道㈱
名古屋本線鳴海駅付近鉄道高架化工事の内土木 

(その8)工事
平成19年９月完成予定

鹿島建設㈱
東京国際空港Ｄ滑走路建設外工事における接続 

部護岸・桟橋工区の地盤改良工事
平成19年12月完成予定

みらい建設工業㈱ 東京国際空港Ｄ滑走路建設外工事 平成22年３月完成予定

区分 件数(件) 売上高(百万円)

型枠賃貸 609 2,256

その他 196 636

計 805 2,892



３ 【対処すべき課題】 

今後のわが国経済の見通しは、景気の一時的な足踏みが懸念されるものの、これまでの上昇傾向を堅持

するものと思われる。一方、建設業界においては、平成19年度の公共建設投資は引き続き減少し、受注を

めぐる厳しい競争が続くものと予想される。 

しかしながら、一般競争入札や総合評価落札方式の進展等入札方式の多様化が促進され、企業倫理に支

えられた健全な意欲を持ち特色ある技術を有する企業にとっては、事業の拡大が可能となる新たな挑戦の

時代を迎えることとなった。 

このような状況の下、当社グループは、本年3月に、未来を見据えて常に進化し続け、厳しい競争下に

あっても安定的な利益の確保を可能とする経営基盤を構築すべく、平成19年度からの３ヶ年を実行期間と

する「中期経営計画」を策定し公表した。その基本方針は、「技術立社」と「企業倫理の実践」であり、

事業計画の内容は、当社独自の技術とノウハウを有する地盤改良事業とブロック事業をコアとし、併せて

土木事業ならびに海洋土木事業の一層の強化を図ることによって、収益力のさらなる向上と盤石な財務体

質を実現することである。 

既に、本年４月より土木事業と地盤改良事業およびブロック事業と環境事業をそれぞれ統合する等の大

幅な組織改正を行い、多様化する入札制度への迅速な対応、人材の育成、技術の継承、調達コストの削減

など新たな挑戦を開始している。特に、技術開発分野においては「技術開発本部」を設置し、地盤改良技

術、波浪制御技術を中心にこれまでの施工実績、研究開発成果を統合し、新たな技術の開発に努めてい

く。 

今後は、当社グループへの信頼に応えるべく「中期経営計画」の達成を 重要課題とし、計画の実行に

当っては、品質・安全・環境への取組みを一層強化していく。また、災害に強い国土づくりや地域社会づ

くりに貢献するとともに、コンプライアンスの遵守・徹底を図っていく。 

これらの取組みを通じて、活力に満ちた企業風土を実現するとともに、収益力の強化により企業価値の

向上を図り、さらなる発展を目指していく所存である。 

  

４ 【事業等のリスク】 

当社グループの事業に係るリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある主な事項

は、以下のようなものがある。当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回

避及び発生した場合の対応に努めていく所存である。 

 なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成19年６月22日）現在において、

当社グループが判断したものである。 

(1) 建設市場の変動 

予想を上回る公共事業の削減、受注・価格競争の激化があった場合には、業績に影響を及ぼす可能性

がある。 

(2) 資材価格の変動 

建設資材等の価格が急激に高騰した際、請負代金に反映することが困難な場合には、業績に影響を及

ぼす可能性がある。 

(3) 金利の変動 

急激な金利上昇が、業績に影響を及ぼす可能性がある。 

(4) 退職給付債務 

年金資産の時価の下落及び運用利回り・割引率等の退職給付債務算定に用いる前提に予想し得ない変

更があった場合には、業績に影響を及ぼす可能性がある。 

(5) 海外工事 



予想を超えた為替相場の変動や海外工事を行っている国の政治、経済、法律等に著しい変化が生じた

場合には、業績に影響を及ぼす可能性がある。 

(6) 災害、事故 

安全管理には万全を期しているが、重大な災害、事故が発生した場合には、業績に影響を及ぼす可能

性がある。 

また、自然災害により施工中の工事目的物が被害にあった場合には、その修復や、作業中断による工

期の延長等により相応の費用が発生し、業績に影響を及ぼす可能性がある。 

(7) 製品の欠陥 

品質管理には万全を期しているが、工事目的物の瑕疵担保責任により多額の損害賠償請求等を受けた

場合には、業績に影響を及ぼす可能性がある。 

(8) 訴訟、法令違反 

法令遵守については万全を期しているが、重大な訴訟の提起や重大な法令違反が発生した場合には、

業績に影響を及ぼす可能性がある。 

(9) 財務制限条項付融資契約 

当社は、借入金に対して金融機関とシンジケート・ローン契約を締結している。この契約には財務制

限条項が付されており、それに抵触した場合には借入金の返済を要請される可能性がある。 

(10) 子会社・関連会社の事業リスク 

グループ内の子会社、関連会社が実施している事業に関しては、市場の急激な変動、金利水準の大幅

な上昇などがあった場合には、業績に影響を及ぼす可能性がある。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

株式会社テトラとの合併 

当社は株式会社テトラとの間で平成18年４月26日に合併契約書を締結し、平成18年６月23日開催の当

社定時株主総会及び平成18年６月21日開催の株式会社テトラ定時株主総会において、それぞれ承認さ

れ、平成18年10月１日をもって合併した。 

なお、合併に関する詳細は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 注記事項（企業結合等関

係）」及び、「２ 財務諸表 注記事項（企業結合等関係）」に記載している。 

  



６ 【研究開発活動】 

当社グループは陸上、海洋の両土木事業の分野において、当社が保有する地盤改良及びブロックに関す

る優れた技術力と実績を生かした活動を行っている。その推進は総合技術研究所と技術企画部、土木、地

盤改良、海洋土木、ブロック、環境の各事業分野の研究開発部門及びフドウ技研株式会社の研究開発部門

により行われている。 

なお、当社グループの研究開発費は特定の事業に区分することが困難なため、一括して研究開発費を記

載している。 

当連結会計年度における研究開発費は総額は406百万円であり、活動の主な成果は次の通りである。 

  

(1) 一般土木事業 

当事業では、重点戦略分野と位置づけるトンネルや補修・補強、防災、基礎構造物を主なターゲット

として、産官学等共同研究により効率的に研究開発活動を実施している。 

トンネル分野では覆工コンクリートの品質向上を目的にセントル脱型直後の覆工コンクリート表面を

ＥＰＳ（発泡スチロール）パネルにより被覆することでひび割れの抑制を図る養生工法の確認実験を継

続している（特許出願審査請求中）。補修・補強及び防災分野では地盤改良を活用した杭基礎の耐震補

強工法「Ｉｎ－Ｃａｐ工法」を適用した橋脚基礎補強工事（3期）を施工し、補強前後の橋脚にそれぞ

れ地震計を設置し実際の地震動を計測し補強効果を確認した。さらに既設構造物の耐震化技術として従

来より低コストな新しい液状化対策工法の開発に着手し、室内実験及びフィールド実験を実施し、基礎

的な施工法を確立した。また琉球石灰岩などを対象とした経済的な浅い剛体基礎について室内実験や解

析を実施した。 

  

(2) 地盤改良事業 

当事業では、砂杭系・固化処理系および環境保全型の地盤改良工法を中心とした研究開発活動を実施

している。 

砂杭系においては、ＳＣＰ使用材料の汎用化と鉄鋼スラグの適用性拡大を目的として、新日本製鐵株

式会社と共同で「エコガイアストン（鉄鋼スラグを原料として固結制御可能なサンドコンパクションパ

イル工法中詰材料）」を開発し、沿岸技術研究センターの技術認定を受けた。 

次に、沈下低減効果の大きい「ＧＣＣＰ（グラベルセメントコンパクションパイル）工法」（従来の

砂杭の中詰め材料にセメント混合土や生コンクリートを用い、高強度の固化杭を造成する工法）を建築

物の直接基礎に適用する研究を共同研究として実施している。この開発はＳＡＶＥコンポーザーとＧＣ

ＣＰを併用して液状化防止と沈下低減を図るもので、従来に比べて荷重の大きな建築物の直接基礎に適

用できる。 

固化処理系においては、ＣＩ－ＣＭＣ工法の低変位特性に着目して先端建設技術センターの審査証明

を更新した。また、機械攪拌と噴射攪拌の利点を取り入れた複合攪拌工法であるＪＡＣＳＭＡＮの硬質

地盤への貫入能力向上を行い、従来では施工困難であった現場に適用している。 

更に、昨年度に開発した小型の複合攪拌工法である「ＦＴＪ（エフツインジェット）工法」を７現場

で施工し、実績を増やしている。 

環境対策工法では、「ガスクッションを用いたハイブリッド（三重構造）振動遮断壁工法」を実用化

し、工場振動の低減を目的として２件の施工を行った。設置後の振動測定においても振動低減効果を確

認している。当事業分野においては、近い将来危惧されている東海・東南海および南海地震対策として

既設構造物の耐震補強を目的として、新しいタイプの注入工法の開発に継続して取り組んでいる。 

  



(3) 環境保全事業 

当事業では、土壌・地下水汚染修復事業、焼却施設解体事業、廃棄物処分場関連事業に関連する研究

開発を実施している。 

ダイオキシン類汚染水の浄化に用いるカートリッジ式ろ過膜モジュールシステムについて、平成18年

9月25日に共同研究の相手方である独立行政法人土木研究所と優先実施権許諾契約を締結した。 

焼却炉解体事業においては、平成18年3月に財団法人日本建築センターの新建築技術認定を取得し

た、「焼却施設解体トータルマネジメントシステム（DiTs）」を実際の工事に初適用し、その効果の検

証を実施している。 

「焼却灰の焼成による再資源化と 終処分場プレミックス埋立技術の開発」は、循環型社会構築技術

として環境省の「平成18年度次世代廃棄物処理技術基盤整備事業補助金」に応募したところ交付対象研

究として採択され、実験を実施、成果報告を行った。また、廃棄物 終処分場の延命化を目的に、既埋

立廃棄物の高密度化のための基礎調査を実施した。 

(4) 海洋土木事業 

当事業では、独自性のある施工技術の開発を目指して、消波・根固ブロックの施工技術を中心に、海

浜の侵食対策技術、サンゴの移植技術などの海洋関連事業を主眼とした研究開発をブロック事業ならび

に環境景観事業と共に実施している。 

当連結会計年度においては、既設消波ブロックの撤去・移設作業の安全性・効率性を向上させるため

の「グラブ式異形ブロック撤去装置」の評価試行工事（NETIS登録済）を実施し、上記2項目の他に環

境・経済性などの実海域による評価を確認した。 

さらに、将来、注目される排他的経済水域での水産関連事業に着目して、湧昇流堤などの施工技術の

研究開発をスタートさせた。 

(5) ブロック事業 

当事業では、公共投資の抑制、豊かな自然環境への意識の高まりなど社会状況の変化に対応すべく、

一昨年より省資源（低コスト）および環境親和性をキーワードにして新しい被覆および消波ブロックの

開発を進めてきた。新型被覆ブロック「ペルメックス」については平成18年度末に完成して営業を開始

しており、今後本格的に営業を展開していく。 

新型消波ブロックは開発を終了し、平成19年度には実海域における適用性の 終確認を行う予定であ

る。 

また、消波ブロック「ドロス」製作時の転置用専用吊具は新潟県で正式採用され、今後他地域でも正

式採用が進む見通しである。 

(6) 環境景観事業 

当事業では、有性生殖によりサンゴを着生させたサンゴ着生用プレートを、サンゴ礁が衰退した海域

に移設し、食害防止対策により生残率を向上させる実験を開始した。移設7ヵ月後のモニタリング調査

では、食害対策の有無で稚サンゴの成長の差が明確となり、食害防止対策の効果が大きいことを確認し

た。 

また、実海域において、当社エックスブロックおよび防波堤壁面に貼り付けたサンゴ着生用プレート

では、生き残った群体が大きく成長し被度が増大すると共に、新たなサンゴの加入が認められサンゴ着

生用プレートの効果を確認した。来年度もモニタリング調査を継続して実施する計画である。 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当社グループにおける財政状態及び経営成績に関する分析は、以下のとおりである。 

なお、文中における将来に関する事項については、当連結会計年度末現在において判断したものであ

る。 

  

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されているが、この連結財務諸表の作成にあたっては、経営者により、一定の会計基準の範囲内で

見積りが行われている部分があり、資産・負債や収益・費用の数値に反映されている。これらの見積り

については、継続して評価し、必要に応じて見直しを行っているが、見積りには不確実性が伴うため、

実際の結果は、これらと異なることがある。 

 重要な会計方針については「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 連結財務

諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載されているとおりである。 

  

(2) 当連結会計年度の財政状態の分析 

資産合計は、前連結会計年度と比べ11,043百万円増加し、67,205百万円となった。この増加は主とし

て、期末日が休日であったこと等により受取手形・完成工事未収入金等が2,013百万円増加したことと

合併に伴い新たにのれんを計上したことにより無形固定資産が10,161百万円増加したことによるもので

ある。 

負債合計は、前連結会計年度と比べ1,346百万円増加し、42,003百万円となった。この増加は主とし

て借入金の返済により長期借入金が2,400百万円減少したものの期末日が休日であったこと等により支

払手形・工事未払金等が3,976百万円増加したことによるものである。 

純資産合計は、当期純損失を計上したものの、合併に伴い新たにのれんを計上したことにより25,202

百万円となった。 

なお、当連結会計年度は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 注記事項 (会計処理の変

更)」に記載のとおり、貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等を適用しており、これまで

の資本の部に相当する金額は25,131百万円(前連結会計年度13,351百万円)となった。 

  

(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、2,893百万円(前連結会計年度比2,465百万

円減)の収入超過となった。これは、主として工事代金の回収及び期末日が休日であったことによる仕

入債務、未払金の増加等によるものである。 

当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、合併に伴う有形固定資産の取得等により

239百万円(前連結会計年度比90百万円減)の支出超過となった。 

当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済等により2,749百万円(前連結

会計年度比4,779百万円増)の支出超過となった。これにより当連結会計年度末の借入金残高は8,400百

万円となった。 

上記の結果、「現金及び現金同等物の期末残高」は、前連結会計年度末残高から94百万円減少し、

7,166百万円となった。 

当社グループの財政政策としては、当面は自己資本の充実並び有利子負債の削減を推進し、財務体質

の改善を図っていく方針である。 

なお、当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と総額8,500百万円の貸出コミ



ットメント契約及び5,000百万円の手形流動化契約を締結している。 

  

(4) 当連結会計年度の経営成績の分析 

①売上高 

当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べ10,953百万円(前連結会計年度比14.0%減)減少

し、67,085百万円となった。この減少は、主として受注の例年以上の下期への集中や、大規模工事の着

工が遅れたこと等によるものである。 

②売上総利益 

売上総利益は、前連結会計年度に比べ562百万円(前連結会計年度比5.0%減)減少し、10,643百万円と

なった。この減少は、主として上記①による売上高の減少によるものである。なお、当連結会計年度

は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 注記事項 (会計処理の変更)」に記載のとおり、合併

に伴い支店等事業所における管理経費の会計処理を販売費及び一般管理費に統一したことに伴い売上総

利益率が前連結会計年度に比べ増加している。 

③販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ3,173百万円(前連結会計年度比34.7%増)増加し、

12,316百万円となった。この増加は、経費の削減に努めたものの、合併に伴い新たに発生したのれんの

償却額が発生したこと及び上記②に記載のとおり支店等事業所の管理経費の会計処理を販売費及び一般

管理費に統一したことによるものである。 

④営業外収支 

営業外収益は、前連結会計年度に比べ17百万円増加し、288百万円となった。また、営業外費用は、

前連結会計年度に比べ121百万円減少し、517百万円となった。営業外費用の減少は、主として支払手数

料が減少したことによるものである。 

⑤経常損益 

以上の結果、経常損益は1,902百万円の損失(前連結会計年度1,694百万円の利益)となった。 

⑥特別損益 

特別利益は、前連結会計年度に比べ990百万円減少し、420百万円となった。これは、主として前連結

会計年度に持分変動利益を1,096百万円計上したことによるものである。特別損失は、前連結会計年度

に比べ1,160百万円増加し、2,189百万円となった。これは、主として合併前の株式会社テトラにおける

早期退職者に対する特別退職金、合併に伴う事務所統廃合等をはじめとする合併関係費用、更に上記②

に記載のとおり支店等事業所の管理経費の会計処理を統一したことに伴い管理費配賦額取崩損を計上し

たことによるものである。 

⑦当期純損益 

以上の結果、税金等調整前当期純損益は、3,671百万円の損失(前連結会計年度は2,075百万円の利益)

となった。また、企業結合に係る会計基準に基づき、旧株式会社テトラ(合併消滅会社:親会社)におけ

る前期連結財務諸表を前提に当期連結財務諸表を作成したことにより少数株主損失を1,222百万円計上

した結果、当期純損益は2,468百万円(前連結会計年度は529百万円の利益)の損失となった。 



(5) 戦略的現状と見直し 

平成18年10月に、技術力の充実強化、収益力の向上、財務体質の強化および事業規模の確保等を目的

に合併し、株式会社不動テトラとして新たにスタートした。 

 さらに、平成19年3月に、3ヵ年を実行期間とする当社グループとしての「中期経営計画」を策定し、

公表した。本計画を達成させることが、当面の 大の目標と認識している。 

  

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について 

建設市場においては、公共事業の減少、競争の激化に加え、入札・契約制度も大きく変わりつつあ

り、当社グループの経営環境を取り巻く状況は、中長期的にも一層厳しさを増していくものと認識して

いる。 

 こうした中、合併新会社として、人と技術の融合を進めるとともに、引き続き、国民生活の向上と安

全確保に欠かせない社会資本整備を確実に実施し、国土保全や臨海部の開発などに貢献することを今後

の方針とし、「技術と財務体質に優れた会社」を目指していく所存である。 

  



第３ 【設備の状況】 

(注)「第３ 設備の状況」における各事業の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。 

  

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度においては、受注の拡大及び施工能力の向上等を目的に、総額542百万円の設備投資を

実施した。セグメント別には以下のとおりである。 

(建設事業) 

当連結会計年度において、施工の効率化を目的に、建設機械等に対して、総額330百万円の設備投

資を行った。 

(型枠賃貸事業) 

当連結会計年度において、多様なニーズに対応し、各種ブロックの円滑な提供を目的に鋼製型枠の

増強等に対して、総額165百万円の設備投資を行った。 

(その他の事業) 

当連結会計年度において、重要な設備投資は行っていない。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成19年３月31日現在 

 
  

(2) 国内子会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 提出会社が営んでいる事業の大部分は建設事業であり、大半の設備は建設事業又は共通的に使用されている

ため、事業の種類別セグメントに分類せず、主要な事業所ごとに一括して記載している。 

２ 土地及び建物の一部を連結会社以外から賃借している。賃貸料は622百万円であり、土地の面積について

は、（）内に外書きで示している。 

３ 土地のうち賃貸中の主なもの 

 
  

４ リース契約による賃借設備のうち主なもの 

  

 
  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

重要な設備の新設及び除却等の計画はない。 

  

事業所名 
(所在地)

帳簿価額(百万円)

従業員数 
(人)建物・ 

構築物

機械・ 
運搬具・ 

工具器具備品

土地
合計

面積(㎡) 金額

大阪本社 
(大阪市中央区)

20 11 ― ― 31 195

東京本社 
(東京都中央区)

82 71 ― ― 153 375

総合技術研究所 
（茨城県土浦市）

101 92 24,257.6 217 410 13

北海道支店他７支店 
（札幌市北区）

113 829
44,030.1
(131.4)

486 1,428 394

静岡機材センター 
（静岡県牧之原市）

18 ― 21,912.9 256 274 ―

沖縄機材センター 
（沖縄県西原町）

29 ― 13,191.0 459 488 ―

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 

名称

帳簿価額(百万円)

従業員数
(人)建物・

構築物

機械・
運搬具・ 
工具器具 
備品

土地
合計

面積(㎡) 金額

フドウ技研 
㈱

本社他 
(東京都中央区)

建設事業及
びその他の
事業

306 397 82,068.3 2,014 2,717 55

事業所/種類 土地（㎡）

静岡機材センター 21,912.9

沖縄機材センター 13,191.0

会社名 事業所名 設備の内容 台数 リース期間
年間

リース料

㈱不動テトラ 東京本社 電話交換設備
式
1

5年 3百万円

フドウ技研㈱ 東京本社 ＴＲＤ施工機
台
1

5年 49百万円



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はない。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 272,559,104

計 272,559,104

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 182,025,228 182,025,228

東京証券取引所
 市場第一部 
大阪証券取引所 
 市場第一部 
 

―

計 182,025,228 182,025,228 ― ―



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 欠損填補によるものである。 

２ フドウ建研株式会社との株式交換（株式交換比率１：0.472）によるものである。 

３ 発行済普通株式について５株を１株とする株式併合によるものである。 

４ 欠損填補のための無償減資によるものである。 

５ 第三者割当増資によるものである。 

発行株式数：普通株式130,000千株、第１種優先株式10,000千株 

発行価額：普通株式、第１種優先株式ともに１株につき50円 

資本組入額：普通株式、第１種優先株式ともに１株につき25円 

６ 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使及び第一回第１種優先株式の普通株式への転

換によるものである。 

新株予約権の行使による増加：発行済株式総数 14,514千株、 

資本金 1,350百万円、資本準備金 1,347百万円 

第１種優先株式の転換による増加：発行済株式総数 651千株 

７ 株式会社テトラとの合併（合併比率１：2.40）によるものである。 

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式17,533,772株は、「個人その他」に 175,337単元、「単元未満株式の状況」に72株含まれてい

る。 

なお、期末日現在の実質的な所有株式数も同一である。 

２ 「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ396単元含まれている。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成14年６月27日 
(注１)

― 131,535 ― 13,931 △7,930 1,093

平成15年４月１日 
(注２)

2,766 134,301 ― 13,931 319 1,412

平成16年３月２日 
(注３)

△107,441 26,860 ― 13,931 ― 1,412

平成16年３月６日 
(注４)

― 26,860 △13,791 139 ― 1,412

平成16年３月31日 
(注５)

140,000 166,860 3,500 3,639 3,500 4,912

平成16年６月25日 
(注１)

― 166,860 ― 3,639 △4,912 ―

平成17年４月１日 
～平成18年３月31日 
（注６）

15,165 182,025 1,350 4,989 1,347 1,347

平成18年10月１日 
(注７)

― 182,025 11 5,000 1,125 2,472

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満 
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 44 51 357 57 15 24,912 25,436 ―

所有株式
数(単元)

― 292,165 43,758 312,278 45,440 516 1,125,216 1,819,373 87,928

所有株式
数の割合
(％)

― 16.06 2.40 17.16 2.50 0.03 61.85 100 ―



(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １  上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりである。 

   日本マスタートラスト信託銀行株式会社 1,952千株 

   日本トラスティ・サービス株式会社   1,822千株 

  資産管理サービス信託銀行株式会社   1,514千株 

２  第60期定時株主総会（平成18年６月23日開催）における合併承認決議に基づき、平成18年10月１日付で親

会社である株式会社テトラと合併したことにより同社は主要株主ではなくなった。なお、同社の株主に対

し、同社が保有していた当社株式81,697,468株を割当交付したことに伴い、新たに新日本製鐵株式会社が主

要株主となっている。 

３  上記所有株式数のほか、当社所有の自己株式17,553千株（9.63％）がある。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

新日本製鐵株式会社 東京都千代田区大手町二丁目６番３号 23,063 12.67

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 6,085 3.34

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 3,961 2.18

日鉄鉱業株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目３番２号 3,409 1.87

株式会社みずほコーポレート銀
行

東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 3,041 1.67

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 2,373 1.30

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,952 1.07

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口４）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,822 1.00

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 1,612 0.89

資産管理サービス信託銀行株式
会社（証券投資信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号 1,514 0.83

計 ― 48,830 26.83



(7) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が39,600株含まれており、

「議決権の数」の欄には同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数396個が含まれている。 

２ 「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己株式72株が含まれている。 

  

②【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項なし。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

普通株式
17,533,700

― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

164,403,600
1,644,036 ―

単元未満株式
普通株式

87,928
― ―

発行済株式総数 182,025,228 ― ―

総株主の議決権 ― 1,644,036 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
株式会社不動テトラ

大阪市中央区平野町四丁目
２番16号

17,533,700 ― 17,533,700 9.63

計 ― 17,533,700 ― 17,533,700 9.63



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

会社法第155条第11号による取得 

 
（注） 平成18年10月１日を期日とした株式会社テトラとの合併により、同社が保有していた当社株式97,000,000株

および同社が保有していた同社の自己株式2,224,500株の併せて99,224,500株を承継し、同社の株主に対し

81,697,468株を割当交付している。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第211条第６項及び会社法第155条第７号による取得 

 
（注） 当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めていない。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
（注） 当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りおよび買増しによる株式数は含めていない。 

  

【株式の種類等】 旧商法第211条第６項及び会社法第155条第７号並びに第11号による普通株式の取得

区分 株式数（株） 価額の総額(千円)

株主総会（平成18年６月23日）での決議状況  
（取得日平成18年10月１日）

99,224,500 ―

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 99,224,500 ―

残存授権株式の総数及び価額の総額 ― ―

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） ― ―

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合 ― ―

区分 株式数（株） 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 2,939 196

当期間における取得自己株式 358 37

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額 
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

81,697,468 ― ― ―

その他(単元未満株式の買増請求) 320 18,560 ― ―

保有自己株式数 17,533,772 ― 17,534,130 ―



３ 【配当政策】 

利益配分については、資本の充実による財務基盤の強化と株主各位への利益還元の重視を基本方針とし

ている。 

 また、剰余金配当は、株主総会決議による年１回の期末配当を基本方針としているが、取締役会の決議

により、毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定款に定めている。 

なお、当事業年度（第61期）の剰余金配当については、財務体質が改善し、単体ベースで所要の当期純

利益を確保できたことから、普通株式１株当たり金２円の期末配当を行うこととした。 

当事業年度の剰余金配当は次のとおりである。 

  決議年月日および決議機関 平成19年６月22日第61期定時株主総会決議 

  配当金の総額       329百万円        

  １株当たりの配当額    ２円  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

  

 
(注) １ 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

２ 平成16年３月２日に普通株式５株を１株に併合しており、※は併合後の株価である。 

  

(2) 【 近６箇月間の月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

  

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

高(円) 75
154

※922
919 252 204

低(円) 21
52

※492
201 160 78

月別
平成18年 
10月

11月 12月
平成19年
１月

２月 ３月

高(円) 113 104 93 94 106 107

低(円) 97 78 79 84 84 87



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役 名 職 名 氏 名 生年月日 略  歴 任期
所有株式数

(株)

取締役会長 上 村 正 明 昭和12年４月14日生

平成３年９月 

平成５年２月 

平成８年６月 

平成16年４月

運輸省港湾局長 

新日本製鐵株式会社参与 

株式会社テトラ代表取締役社長 

当社取締役会長(現任)

(注）3 114,800

代表取締役
社長

髙 橋 昭 夫 昭和18年８月３日生

昭和42年４月 

平成11年５月 

平成13年６月 

平成15年５月 

平成15年６月 

平成16年４月

当社入社 

当社東北支店長 

当社取締役 

当社名古屋支店長 

当社執行役員 

当社代表取締役社長(現任)、執行

役員社長、土木事業本部長兼任

(注）3
10,600

取締役
執行役員  
副社長 

(社長補佐）
吉 川 文 夫 昭和23年２月７日生

平成５年６月 

平成６年６月 

平成12年６月 

平成16年４月 

平成16年６月 

平成18年10月

新日本製鐵株式会社経理部次長 

製鐵運輸株式会社取締役 

株式会社テトラ取締役 

当社取締役(現任) 

株式会社テトラ専務取締役 

当社執行役員副社長(現任）

(注）3
21,100

取締役

執行役員 
副社長 

(建設本部長
兼技術開発
本部長)

竹 原 有 二 昭和25年７月31日生

昭和48年３月 

平成15年５月 

  

平成15年６月 

平成16年４月 

  

  

平成18年３月 

平成18年６月 

平成19年４月

当社入社 

当社ジオ・エンジニアリング事業

本部副本部長 

当社執行役員 

当社代表取締役、執行役員副社長

(現任)、ジオ・エンジニアリング

事業本部長 

当社土木事業本部長 

当社取締役（現任） 

当社建設本部長(現任）技術開発

本部長兼任（現任）

(注）3
10,300

取締役

専務執行 
役員 

(管理本部
長)

加 藤 陽 一 昭和21年４月18日生

平成７年６月 

  

平成８年７月 

  

 

平成13年６月 

平成15年６月 

平成16年４月 

  

平成18年３月

新日本製鐵株式会社エンジニアリ

ング事業本部総括部契約管理室長 

当社入社、経営管理本部国際部プ

ロジェクト調整管理グループリー

ダー 

当社経営管理本部副本部長 

当社執行役員 

当社取締役(現任)、常務執行役

員、経営管理本部長 

当社専務執行役員（現任）、管理

本部長（現任）

(注）3
8,000

取締役

専務執行
役員

(大阪地区社
長業務代行)

小川   明 昭和24年２月２日生

平成８年７月

平成13年７月

平成16年２月

平成19年５月

平成19年６月

新日本製鐵株式会社九州支店副支

店長エンジニアリング事業担当

ジャパンデベロプメント株式会社

代表取締役社長

日本大陸棚調査株式会社専務取締

役

当社専務執行役員（現任）建設事

業担当

当社取締役（現任）、大阪地区社

長業務代行（現任）

(注）4
―



 
(注) １ 監査役淺田永治、植村公彦の２氏は、社外監査役である。 

役 名 職 名 氏 名 生年月日 略  歴 任期
所有株式数

(株)

取締役

常務執行 
役員 

（海洋土木
本部長兼ブ
ロック環境
本部長）

佐 藤 道 男 昭和25年４月13日生

平成13年６月 

  

平成15年４月 

  

平成17年４月 

平成18年４月 

平成18年６月 

 

平成18年10月 

 

平成19年４月 

平成19年６月

株式会社テトラ営業本部営業総括

部長 

株式会社テトラ執行役員、東京支

店長 

株式会社テトラ建設事業本部長 

株式会社テトラ常務執行役員 

株式会社テトラ取締役 

当社取締役（現任） 

当社常務執行役員（現任）、海洋

土木事業本部長 

当社海洋土木本部長（現任） 

当社ブロック環境本部長（現任）

(注）3
5,700

監査役 常勤 伊 藤 芳 一 昭和23年１月23日生

平成10年６月 

平成13年６月 

平成18年６月

株式会社テトラ大阪支店次長 

株式会社テトラ取締役 

当社監査役[常勤] (現任)

(注）5
16,800

監査役 常勤 中 島 文 男 昭和22年７月31日生

昭和45年３月 

平成６年４月 

 

平成７年12月 

 

平成11年５月 

平成14年10月 

 

平成18年10月 

平成19年６月

当社入社 

当社ジオ・エンジニアリング事業

本部第一事業部東京事業所長 

当社ジオ・エンジニアリング事業

本部管理部長 

当社北海道支店長 

当社ジオ・エンジニアリング事業

本部営業統括部長 

当社管理本部部長 

当社監査役[常勤] (現任)

(注）6 1,000

監査役 淺 田 永 治 昭和14年１月29日生

昭和50年１月 

  

昭和57年５月 

平成３年６月 

平成７年６月 

平成13年６月 

平成16年７月 

 

平成16年10月 

  

平成17年３月 

 

平成17年４月

平成17年６月 

平成18年３月

等松・青木監査法人(現監査法人

トーマツ)社員 

同監査法人代表社員 

同監査法人常務代表社員 

同監査法人専務代表社員 

同監査法人代表社員 

住友金属工業株式会社監査役(現

任） 

日本リバイバル債権回収株式会社

監査役 

フェニックス・キャピタル株式会

社顧問 

ゴールドパック株式会社監査役 

当社監査役(現任) 

フェニックス・キャピタル株式会

社監査役

(注）7 ―

監査役 植 村 公 彦 昭和33年11月15日生

昭和62年４月 

  

 

平成11年６月 

平成14年12月 

 

平成19年６月

弁護士登録（大阪弁護士会）御堂

筋法律事務所（現弁護士法人御堂

筋法律事務所)入所 

株式会社アクセス監査役（現任） 

弁護士法人御堂筋法律事務所社員

（現任） 

当社監査役（現任）

(注）6 ―

計 188,300



２ 当社では、意思決定の迅速化と業務執行体制の強化を図るため、執行役員制度を導入している。執行役員の

構成は次のとおりである。 

 
  （注）※印の５氏は、取締役を兼務している。 

３ 取締役の任期は、小川明氏を除き、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る

定時株主総会終結の時までである。 

４ 平成19年６月22日開催の第61期定時株主総会において取締役の任期を１年とする旨の定款変更を行ったた

め、同定時株主総会で選任された、取締役小川明氏の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時

から平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時までである。 

５ 監査役伊藤芳一氏の任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株

主総会終結の時までである。 

６ 監査役中島文男氏および植村公彦氏の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３

月期に係る定時株主総会終結の時までである。 

職 名 氏 名 担当業務

※ 執行役員副社長 吉 川 文 夫 社長補佐

※ 執行役員副社長 竹 原 有 二 建設本部長 兼 技術開発本部長

※ 専務執行役員 加 藤 陽 一 管理本部長

専務執行役員 高 橋 通 夫 建設事業担当 兼 技術開発担当

※ 専務執行役員 小 川   明 大阪地区社長業務代行

※ 常務執行役員 佐 藤 道 男 海洋土木本部長 兼 ブロック環境本部長

常務執行役員 青 木 秀 郎 建設事業担当

常務執行役員 南   勝 利 建設事業担当

常務執行役員 横 田 穣 二 建設事業担当

常務執行役員 森 田 英 彦 建設本部副本部長 兼 東京本店長

常務執行役員 日下部 史 明 建設本部副本部長

常務執行役員 伊 藤   清 大阪本店長

執行役員 森 田   晉 建設事業担当

執行役員 永 井   豊 北海道地区担当

執行役員 髙 木 伸 雄 建設事業担当

執行役員 上 月   哲 建設本部総合評価対策室長

執行役員 宮 坂 俊 夫 中部支店長

執行役員 大 森   茂 福岡支店長

執行役員 小野里   光 海洋土木本部副本部長

執行役員 佐々木 耕 二 九州支店長

執行役員 松 岡 道 男 ブロック環境事業本部副本部長 兼 技術開発本部副本部長

執行役員 入 部 忠 道 海洋土木本部副本部長 兼 海洋土木本部営業統括部長

執行役員 酒 井 成 之 建設本部技術統括部長

執行役員 佐 藤 弘 和 北陸支店長

執行役員 田 中   享 管理本部人事部長

執行役員 山 下   晃 管理本部総務部長

執行役員 中 西   勉 東京支店長



７ 監査役淺田永治氏の任期は、平成17年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株

主総会終結の時までである。 

８ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役１名を選任している。補欠監査役の略歴は次のとおりである。 

 
    (注) １ 渡邊昌治氏は、社外監査役の要件を満たしている。 

    ２ 渡邊昌治氏は、平成19年６月22日開催の第61期定時株主総会終結の時をもって、任期満了により当

    社の監査役を退任している。 

    ３ 補欠監査役の任期は、就任した時から、退任した監査役の任期の満了の時までである。  

  

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社及び当社の企業グループは、コーポレート・ガバナンスの確保及びその充実は、株主を中心とす

る企業のステークホルダーの権利、利益の保護と企業価値の向上に資するものであり、事業の継続と発

展を図るために取り組むべき最優先課題の一つである、と考えている。 

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体

制の状況 

(a) 会社の機関の内容 

当社は、取締役会、監査役会および会計監査人によって構成される経営管理体制をとっている。

取締役会は、法令、定款及び取締役会規程に基づき経営上の重要事項を決定し、又は各取締役か

ら業務執行状況の報告を受け、各取締役の職務の執行を監督している。 

各取締役は、法令・定款に適合するよう、取締役会の決議に基づき職務を適正に執行するととも

に、他の取締役による職務執行の法令・定款への適合性に関し、相互に監視を行っている。 

経営計画などの重要な事項は、経営会議の審議を経て取締役会に付議するとともに、定められた

一定の事項については経営会議の審議を経て執行している。業務執行については、業務執行体制の

強化と効率化を図るため、執行役員制度を導入し、取締役会の監督の下、各執行役員の役位、担当

業務を定め、権限を委譲して執行責任を明確化し、業務を執行している。また、業務執行に関する

情報の伝達、報告を行うため、取締役社長と全執行役員を構成員とする執行役員会を原則として毎

月開催している。 

  

(b) 内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況 

基本的な考え方 

 当社グループは、経営の効率性と健全性を確保しつつ、「独自の技術と創意工夫で豊かで安全な

環境づくりに貢献します」という経営理念に沿って事業活動を展開することにより、継続的な企業

価値の向上と当社グループの発展を目指している。これらの基盤となる法令遵守の徹底と業務の有

氏 名 生年月日 略  歴 任期
所有株式数 

(株)

渡 邊 昌 治 昭和16年10月17日生

昭和62年３月 

  

 

平成５年６月 

  

 

平成９年６月 

平成12年６月 

平成13年４月 

平成17年４月 

平成17年６月

新日本製鐵株式会社エンジニアリ

ング事業本部機械・プラント事業

部調整部次長 

日鉄化工機株式会社（現月島環境

エンジニアリング株式会社）取締

役社長室長 

同社常務取締役 

同社専務取締役 

同社代表取締役社長 

同社相談役 

当社監査役[常勤]

(注）3
2,600



効性・効率性及び財務報告の信頼性の確保を図るため、内部統制システムの整備の方針について取

締役会において決議している。 

  

整備状況 

コンプライアンス体制 

関係法令の遵守と企業倫理の徹底に向け、コンプライアンス基本規程に基づき社長を委員長と

するコンプライアンス委員会を設置している。同委員会では、会社及び役職員が遵守すべき倫理

規範及びそれを実践に移すための企業行動指針、ならびに関係法令ごとに遵守すべき行動の基準

を定めた企業行動基準を定め、全役職員に周知している。 

また、各部門、部署の責任者は、業務が法令、社内規程に基づき適正に行われているかを常に

監督し、法令違反行為の未然防止に努めており、社長直轄の組織である内部監査部門は、業務監

査により業務上の法令違反等の重大な事項を発見した場合は、直ちに取締役及び監査役に報告す

ることとしている。 

さらには、企業倫理ヘルプラインを設置し、社員等から法令遵守と企業倫理に関する通報、相

談を受け、必要な措置を講ずる体制を整えており、状況等については、適宜監査役に報告を行う

こととしている。 

今後も関係法令の遵守を目的として、継続的に研修会を実施し、コンプライアンスマニュアル

を作成・配布するなど教育、啓蒙体制を拡充し、コンプライアンス体制の強化を図っていく。 

  

リスク管理体制 

リスク管理基本規程に基づき、リスク管理委員会を中心にリスク管理マニュアルに従い、全社

でリスクマネジメント活動（リスクの抽出、評価、対策の実施）を推進するとともに、管理本部

が全社のリスクマネジメントの企画及びモニタリングを行い、リスクマネジメントに関する重要

事項については取締役会に報告することとしている。 

  

情報管理体制 

取締役会その他の経営会議体の記録、稟議書等の決裁文書、契約書その他の取締役の業務執行

に関わる情報については、取締役会規程、文書管理規程、その他の社内規程に従い、適切に保

存、管理している。 

重要な会社情報については、法令、証券取引所規則及び内部情報管理および内部者取引規制に

関する規則に従い、適時かつ適切に開示している。 

  

企業集団における業務の適正を確保するための体制 

 当社及びグループ会社は、経営理念、行動規範、倫理規範、企業行動指針及び事業戦略を共有

し、当社の内部統制システムの整備、運用の方針に従い、グループ会社の内部統制システムの整

備、運用を図るとともに、関係会社管理規程に従い、グループ会社の経営を適切に管理しモニタ

リングする。 



なお、当社のコーポレート・ガバナンスの体制は下図のとおりである。 

  
 

  

(c) 内部監査及び監査役監査並びに会計監査の状況 

当社は、内部監査部門が定期的に業務全般を審査し、業務の適正性をチェックしている。 

監査役と内部監査部門とは、2ヶ月に1回の定例打ち合わせ会を開くなど、相互の監査結果、是正

の状況及び監査計画の進捗状況等について、情報や意見の交換を行っている。 

監査役は、会計監査人による会計監査に随時立会い、また相互に監査計画、監査実施状況、監査

の結果等について意見交換し、相互の連携を図っている。 

取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実その他監査役と協議して定める事項につ

いて、監査役または監査役会に報告している。また、監査役監査において、業務執行の状況等の報

告を行うとともに、取締役会、経営会議、執行役員会、コンプライアンス委員会、リスク管理委員

会など重要な会議において、内部統制システムの機能状況を含め重要な経営事項について監査役と

情報の共有を行っている。 

 代表取締役は、監査役と定期的に懇談会を開催する等、監査役との情報や意見の交換に努めてお

り、取締役は、監査役が作成した監査方針・監査計画に従い監査役の職務が適切に行われるよう、

体制の整備に留意している。管理本部総務部及び内部監査部門の要員は、監査役の指示に従い、職

務補助者として監査業務の補助を行うこととしている。また、監査役の職務補助者の独立性を確保

するよう、補助者の人事異動、懲戒処分については、事前に監査役会の同意を得て行い、人事考課

についても、監査役は意見を述べることができることとしている。 

会計監査人は、平成18年６月23日開催の第60期定時株主総会終結の時まで、中央青山監査法人

（現みすず監査法人）であったが、同終結の時よりあずさ監査法人及び平成18年９月よりみすず監

査法人を加えた両監査法人との間に会社法監査と証券取引法監査について監査契約を締結し、会計



情報を提供し、公正不偏な立場から監査が実施される環境を整備している。監査業務の執行は、

あずさ監査法人については、公認会計士落合操及び草野和彦氏により行われており、監査業務に係

る補助者の構成は、公認会計士４名、その他８名である。また、みすず監査法人については、公認

会計士久野義行及び福原正三により行われており、監査業務における補助者の構成は、公認会計士

３名、その他10名である。なお、みすず監査法人については、平成19年６月22日開催の第61期定時

株主総会の終結の時をもって辞任により退任している。 

  

② 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係

の概要 

有価証券報告書提出日（平成19年６月22日）現在、当社の社外取締役は０名、社外監査役は２名で

ある。なお、当社と社外監査役２名との間に特別な利害関係はない。 

  

(3) 役員報酬及び監査報酬 

当期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、及び監査法人に対する監査報酬は、以下の

とおりである。 

 
なお、当社は、社外監査役との間において、社外監査役が任務を怠ったことにより当社に損害を与え

た場合は、職務を行うにあたり善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最

低責任限度額を限度として当社に対し損害賠償責任を負うこととする契約を締結している。 

  

役員報酬： 取締役に支払った報酬 83百万円

監査役に支払った報酬 18

監査報酬： [あずさ監査法人]

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第2

条第1項に規定する業務に基づく報酬

19

上記以外の業務に基づく報酬 ―

[みすず監査法人]

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第2

条第1項に規定する業務に基づく報酬

22

上記以外の業務に基づく報酬 3



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建

設省令第14号)に準じて記載している。 

  なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」(昭和

24年建設省令第14号)により作成している。 

  なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則及び建

設業法施行規則に基づき、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務

諸表等規則及び建設業法施行規則に基づいて作成している。 

  

(3) 当社は、平成18年10月１日を合併期日として親会社である株式会社テトラを吸収合併した。従って当

連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)並びに当事業年度(平成18年４月１日から

平成19年３月31日まで)は合併初年度であるため、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)に係る連結財務諸表並びに前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)に係る

財務諸表は、存続会社である不動建設株式会社に加えて株式会社テトラの財務諸表も併せて掲記してい

る。 

  

(4) 株式会社テトラの連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単

位で記載していたが、不動建設株式会社の記載に合わせ、百万円単位で記載している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表に

ついて、中央青山監査法人により監査を受けており、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３

月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表

について、あずさ監査法人及びみすず監査法人により監査を受けている。 

また、株式会社テトラの前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表

並びに前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の財務諸表は、中央青山監査法人により

監査を受けている。 

 なお、中央青山監査法人は、平成18年９月１日より、みすず監査法人へ名称を変更している。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 当連結会計年度 

(平成19年３月31日)
不動建設株式会社 株式会社テトラ

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金預金 5,015 7,276 7,191

   受取手形・ 
   完成工事未収入金等

※１ 
 ５

17,640 23,095 25,109

   有価証券 ※３ 23 22 23

   未成工事支出金 2,086 2,902 2,713

   販売用不動産 729 ― 814

   その他たな卸資産 461 1,484 545

   未収入金 1,668 1,975 2,173

   繰延税金資産 641 830 955

   その他 664 762 546

    貸倒引当金 △137 △173 △67

     流動資産合計 28,791 73.9 38,177 68.0 40,002 59.5

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

    建物・構築物 952 2,147 2,120

    機械・運搬具・ 
    工具器具・備品

※３ 5,746 20,131 21,368

    土地 1,279 2,787 2,710

    建設仮勘定 ― 11 ―

     減価償却累計額 △5,676 △19,783 △21,012

      有形固定資産合計 2,302 5,294 5,186

 ２ 無形固定資産

    のれん ― 12,811

    連結調整勘定 2,736 ―

    その他 203 290

     無形固定資産合計 121 2,939 13,101

 ３ 投資その他の資産

   投資有価証券 ※２ 1,845 3,347 3,477

   長期貸付金 1,271 1,306 1,075

   繰延税金資産 4,080 4,122 4,128

   その他 3,950 4,460 3,413

    貸倒引当金 △3,395 △3,486 △3,177

     投資その他の資産合計 7,751 9,750 8,915

      固定資産合計 10,173 26.1 17,984 32.0 27,203 40.5

      資産合計 38,964 100 56,162 100 67,205 100



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 当連結会計年度 

(平成19年３月31日)
不動建設株式会社 株式会社テトラ

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形・工事未払金等 ※５ 14,262 18,163 22,140

   短期借入金 ※４ 5,767 5,400 5,400

   未払法人税等 103 406 102

   未成工事受入金 2,313 3,229 4,048

   完成工事補償引当金 18 19 20

   賞与引当金 234 234 343

   受注工事損失引当金 28 159 205

   その他 2,026 2,775 2,924

     流動負債合計 24,752 63.5 30,388 54.1 35,182 52.4

Ⅱ 固定負債

   長期借入金 5,400 5,400 3,000

   退職給付引当金 4,323 4,658 3,797

   役員退職慰労引当金 ― 87 ―

   繰延税金負債 ― 78 ―

   その他 45 43 24

     固定負債合計 9,768 25.1 10,268 18.3 6,821 10.1

     負債合計 34,519 88.6 40,656 72.4 42,003 62.5

(少数株主持分)

  少数株主持分 ― ― 2,153 3.8 ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※６ 4,989 12.8 2,751 4.9 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 1,347 3.5 2,469 4.4 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 △1,945 △5.0 7,824 13.9 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 35 0.1 544 1.0 ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定 20 0.0 11 0.0 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※７ △1 △0.0 △248 △0.4 ― ―

     資本合計 4,445 11.4 13,351 23.8 ― ―

     負債、少数株主持分 
     及び資本合計

38,964 100 56,162 100 ― ―



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 当連結会計年度 

(平成19年３月31日)
不動建設株式会社 株式会社テトラ

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

   資本金 ― ― ― ― 5,000 7.4

   資本剰余金 ― ― ― ― 14,756 22.0

   利益剰余金 ― ― ― ― 5,154 7.7

   自己株式 ― ― ― ― △251 △0.4

   株主資本合計 ― ― ― ― 24,660 36.7

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券評価差額金 ― ― ― ― 450 0.7

   繰延ヘッジ損益 ― ― ― ― △10 △0.0

   為替換算調整勘定 ― ― ― ― 21 0.0

   評価・換算差額等合計 ― ― ― ― 461 0.7

Ⅲ 少数株主持分 ― ― ― ― 81 0.1

   純資産合計 ― ― ― ― 25,202 37.5

   負債純資産合計 ― ― ― ― 67,205 100



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

   完成工事高 ※１ 57,312 70,612 60,026

   その他事業収入 ― 57,312 100 7,424 78,037 100 7,059 67,085 100

Ⅱ 売上原価

   完成工事原価 49,428 62,019 52,513

   その他事業原価 ― 49,428 86.2 4,813 66,833 85.6 3,930 56,443 84.1

   売上総利益

    完成工事総利益 7,884 8,593 7,513

    その他事業総利益 ― 7,884 13.8 2,611 11,204 14.4 3,130 10,643 15.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２

   従業員給料手当 2,756 3,646

   賞与引当金繰入額 ― 229

   退職給付費用 87 △17

   貸倒引当金繰入額 96 19

   のれん償却額 ― 3,657

   連結調整勘定償却額 963 ―

   その他 5,587 9.8 5,238 9,142 11.7 4,781 12,316 18.4

   営業利益 2,298 4.0 2,061 2.7 ― ―

   営業損失 ― ― ― ― 1,673 △2.5

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 5 5 9

   受取配当金 ― 27 12

   業務受託収入 33 33 17

   特許実施収入 31 30 26

   持分法投資利益 85 85 112

   賃貸収入 ― ― 33

   その他 88 243 0.4 89 271 0.3 79 288 0.4

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 128 128 155

   支払手数料 340 352 245

   貸倒引当金繰入額 21 22 ―

   その他 93 582 1.0 135 638 0.8 118 517 0.7

   経常利益 1,958 3.4 1,694 2.2 ― ―

   経常損失 ― ― ― ― 1,902 △2.8



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

   前期損益修正益 84 84 ―

   固定資産売却益 ※４ 78 104 18

   投資有価証券売却益 ― ― 114

   貸倒引当金戻入益 119 122 259

   持分変動利益 ― 1,096 ―

   その他 1 281 0.5 1 1,409 1.8 30 420 0.6

Ⅶ 特別損失

   前期損益修正損 21 20 3

   固定資産売却損 ※５ ― ― 11

   固定資産除却損 ※６ 3 ― 19

   固定資産除却 
   及び売却損

※５ ― 14 ―

   減損損失 ※７ ― 321 30

   特別退職金 ― ― 534

   管理費配賦額取崩損 ※８ ― ― 530

   合併関係費用 ― ― 809

   貸倒引当金繰入額 533 536 ―

   その他 ※９ 112 670 1.2 135 1,028 1.3 253 2,189 3.3

   税金等調整前 
   当期純利益

1,570 2.7 2,075 2.7 ― ―

   税金等調整前 
   当期純損失

― ― ― ― 3,671 △5.5

   法人税、住民税 
   及び事業税

57 510 94

   法人税等調整額 975 1,032 1.8 792 1,303 1.7 △75 19 0.0

   少数株主利益 ― ― 243 0.3 ― ―

   少数株主損失 ― ― ― ― 1,222 1.8

   当期純利益 538 0.9 529 0.7 ― ―

   当期純損失 ― ― ― ― 2,468 △3.7



③ 【連結剰余金計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 0 2,469

Ⅱ 資本剰余金増加高

   新株予約権の行使 
   による増加額

1,347 1,347 ― ―

Ⅲ 資本剰余金減少高

   欠損填補のための取崩額 0 0 ― ―

Ⅳ 資本剰余金期末残高 1,347 2,469

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △2,480 7,495

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 538 538 529 529

Ⅲ 利益剰余金減少高

   自己株式処分差損 3 ―

   株主配当金 ― 3 200 200

Ⅳ 利益剰余金期末残高 △1,945 7,824



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,751 2,469 7,824 △248 12,796

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） ― ― △199 ― △199

 当期純損失 ― ― △2,468 ― △2,468

 自己株式の取得 ― ― ― △2 △2

 自己株式の処分 ― 0 ― 0 0

 役員賞与（注） ― ― △3 ― △3

 合併による増減 2,249 12,286 ― ― 14,535

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

2,249 12,286 △2,670 △2 11,864

平成19年３月31日残高(百万円) 5,000 14,756 5,154 △251 24,660

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 544 ― 11 556 2,153 15,506

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） ― ― ― ― ― △199

 当期純損失 ― ― ― ― ― △2,468

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― △2

 自己株式の処分 ― ― ― ― ― 0

 役員賞与（注） ― ― ― ― ― △3

 合併による増減 ― ― ― ― △835 13,701

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△95 △10 10 △95 △1,238 △1,333

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△95 △10 10 △95 △2,073 9,696

平成19年３月31日残高(百万円) 450 △10 21 461 81 25,202



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度

(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)
当連結会計年度

(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日)
不動建設株式会社 株式会社テトラ

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益・損失(△) 1,570 2,075 △ 3,671

   減価償却費 228 659 512

   減損損失 ― 321 30

   のれん償却額 ― ― 3,657

   連結調整勘定償却額 ― 963 ―

   貸倒引当金の増加・減少(△)額 366 335 △ 427

   退職給付引当金の増加・減少(△)額 △778 △803 △ 878

   その他の引当金の増加・減少(△)額 ― 88 154

   受取利息及び受取配当金 △8 △33 △ 21

   支払利息 128 128 155

   持分法による投資損失・利益(△) △85 △85 △ 112

   持分変動利益 ― △1,096 ―

   固定資産除売却損・益(△) ― △90 12

   売上債権の減少・増加(△)額 3,142 3,101 △ 1,948

   未成工事支出金の減少・増加(△)額 1,523 2,343 68

   たな卸資産の減少・増加(△)額 1 △19 △ 115

   その他流動資産の増加(△)・減少額 2,666 2,484 7

   その他流動負債の増加・減少(△)額 ― △1,093 △ 327

   投資その他の資産の減少・増加(△)額 540 ― ―

   仕入債務の増加・減少(△)額 △2,140 △3,069 3,945

   未払金の増加・減少(△)額 44 ― ―

   未成工事受入金の増加・減少(△)額 △1,128 △1,599 805

   未払消費税等の増加・減少(△)額 370 766 178

   投資有価証券売却損・益(△) 0 89 △ 113

   固定資産除却損 3 ― ―

   その他 △1,301 564 1,501

    小計 5,141 6,030 3,411

   利息及び配当金の受取額 7 33 21

   利息の支払額 △144 △145 △ 141

   法人税等の支払額 △51 △560 △ 399

     営業活動によるキャッシュ・フロー 4,954 5,358 2,893



  

 
  

前連結会計年度

(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)
当連結会計年度

(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日)
不動建設株式会社 株式会社テトラ

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   定期預金の預入による支出 ― △16 △12

   定期預金の払戻しによる収入 ― 18 3

   有価証券の売却による収入 ― 6 ―

   有形・無形固定資産の取得による支出 △212 △694 △400

   有形・無形固定資産の売却による収入 105 296 96

   投資有価証券の取得による支出 △81 △128 △308

   投資有価証券の売却による収入 8 362 162

   貸付けによる支出 △47 △71 △26

   貸付金の回収による収入 20 32 268

   連結の範囲の変更を伴う子会社株式 

   の取得による支出
― ― △21

   その他 6 45 ―

     投資活動によるキャッシュ・フロー △201 △149 △239

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金増加・減少(△)額 △7,133 △7,500 △145

   長期借入金の返済による支出 △2,400 △2,400 △2,400

   新株予約権付社債の発行による収入 3,000 3,000 ―

   社債の償還による支出 △300 △300 ―

   自己株式の取得による支出 ― △110 △2

   配当金の支払額 ― △200 △202

   その他 △17 △17 0

     財務活動によるキャッシュ・フロー △6,851 △7,528 △2,749

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ― 1

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加・減少(△)額 △2,098 △2,319 △95

Ⅵ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 32 31 ―

Ⅶ 現金及び現金同等物期首残高 7,081 9,547 7,260

Ⅷ 現金及び現金同等物期末残高 5,015 7,260 7,166



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

１ 連結の範囲に関する事項

 (1)連結子会社

２社

 フドウ技研㈱

 Fudo Construction Inc.

 な お、Fudo  Construction 

Inc.は当連結会計年度から本格

的に事業展開を開始し重要性が

増したため、連結の範囲に含め

ることとした。

 連結子会社数      ６社

 非連結子会社数     ４社

 連結子会社名は、「第１企業

の概況４関係会社の状況」に記

載のとおり。

 なお、当連結会計年度より重

要 性 が 増 し た た め、Fudo 

Construction Inc.を連結子会社

とした。

 ６社

 連結子会社名は、「第１企業

の概況４関係会社の状況」に記

載のとおり。 

 なお、平成18年９月に東亜土

木㈱の株式を取得し、当連結会

計年度から連結子会社としてい

る。

 (2)非連結子会社 ―――――  主要な非連結子会社名 

  ㈱エコウッド

 主要な非連結子会社名 

  ㈱ティーオーシー

 (3)非連結子会社につい

て、連結の範囲から除

いた理由

―――――  非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益(持分に

見合う額)及び利益剰余金(持分

に見合う額)等は、いずれも連結

財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていない。

 非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益(持分に

見合う額)及び利益剰余金(持分

に見合う額)等は、いずれも連結

財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていない。

２ 持分法の適用に関する事

項

 関連会社に対する投資額につ

いては、小規模会社を除き、持

分法を適用している。

 関連会社に対する投資につい

ては、小規模会社を除き、持分

法を適用している。

 関連会社に対する投資につい

ては、小規模会社を除き、持分

法を適用している。

 (1)持分法を適用した非連

結子会社及び関連会社

関連会社        ２社 

 環境エンジニアリング㈱ 

 鹿央総合開発㈱ 

 なお、前連結会計年度まで関

連会社であったフドウ土地建物

㈱は、会社の清算を結了したた

め、関連会社から除外してい

る。 

 また、清算時までの損益計算

書については持分法を適用して

いる。

持分法適用会社数 

 関連会社        ２社 

持分法適用の主要な関連会社名 

 環境エンジニアリング㈱

関連会社         １社 

 日鉄環境エンジニアリング㈱ 

 なお、前連結会計年度まで関

連会社であった鹿央総合開発㈱

は会社の清算を結了したため、

関連会社から除外している。ま

た、清算時までの損益計算書に

ついては持分法を適用してい

る。

 (2)持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会

社

関連会社

 ティ・エフ・エム開発㈱

持分法非適用の主要な非連結子

会社及び関連会社名 

 ㈱エコウッド

 持分法非適用の主要な非連結

子会社名及び関連会社名 

 ㈱ティーオーシー

 (3)持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会

社について持分法を適

用しない理由

 上記(2)の関連会社は、当期純

損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であるため、持分法

の適用から除外している。

 上記の持分法非適用会社は、

それぞれ当期純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用から除

外している。

 上記の持分法非適用会社は、

それぞれ当期純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用から除

外している。



  

 
  

項目

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

 Fudo  Construction  Inc.の決

算日は12月31日である。連結財

務諸表作成にあたっては同決算

日現在の財務諸表を使用してい

る。ただし、１月１日から連結

決算日３月31日までの期間に発

生した重要な取引については連

結上必要な調整を行っている。 

 また、フドウ技研㈱の事業年

度は連結財務諸表提出会社と同

一である。

 連 結 子 会 社 で あ る Fudo 

Construction Inc.の決算日は12

月31日である。連結財務諸表の

作成にあたっては同決算日現在

の財務諸表を使用している。

 Fudo  Construction  Inc.の決

算日は12月31日である。連結財

務諸表作成にあたっては同決算

日現在の財務諸表を使用してい

る。ただし、１月１日から連結

決算日３月31日までの期間に発

生した重要な取引については連

結上必要な調整を行っている。

４ 会計処理基準に関する事

項

 (1)重要な資産の評価基準

及び評価方法

有価証券 

 その他有価証券 

 時価のあるもの

有価証券

その他有価証券

 時価のあるもの

有価証券 

 その他有価証券 

 時価のあるもの

 期末前１ケ月の市場価格の

平均に基づいて算定された価

額による時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定している。）

 主として決算期末日の市場

価格等に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定している)

 決算期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定している)

 時価のないもの

 移動平均法による原価法ま

たは償却原価法（定額法）

 時価のないもの

 移動平均法による原価法ま

たは償却原価法(定額法)

 時価のないもの

 移動平均法による原価法ま

たは償却原価法(定額法)

たな卸資産

 ①未成工事支出金

  個別法による原価法

 ②販売用不動産

  個別法による原価法

 ③その他たな卸資産

  個別法による原価法及び先

入先出法による原価法

たな卸資産

未成工事支出金

 個別法による原価法

その他事業支出金

 個別法による原価法

材料貯蔵品

 移動平均法による原価法及び

先入先出法による原価法

たな卸資産

 ①未成工事支出金

  個別法による原価法

 ②販売用不動産

  個別法による原価法

 ③その他たな卸資産

  個別法による原価法、移動 

 平均法による原価法及び先入 

 先出法による原価法

 (2)重要な減価償却資産の

減価償却方法

有形固定資産 

 定額法によっているが、一部

の連結子会社では定率法によっ

ている。 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってい

る。

有形固定資産 

 主として定率法(ただし、平成

10年４月１日以降に取得した建

物(建物付属設備を除く)につい

ては定額法) 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってい

る。

有形固定資産 

 定率法(ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物(建物付

属設備を除く)については定額

法)  

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってい

る。

無形固定資産 

 定額法によっている。ただ

し、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可

能期間(5年)に基づく定額法によ

っている。

無形固定資産

 定額法

  なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっている。

  ただし、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基

づく定額法。

無形固定資産 

 定額法

  なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっている。

  ただし、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基

づく定額法。



  

 
  

項目

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

 (3)重要な引当金の計上基

準

貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒に

よる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上

している。

貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒に

よる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等については

個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上している。

貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒に

よる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上

している。

完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保の費

用に備えるため、将来の見積補

償額を計上している。

完成工事補償引当金 

 完成工事にかかわる補修費用

に備えるため、対象完成工事高

に対する見積補償額を計上して

いる。

完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保の費

用に備えるため、将来の見積補

償額を計上している。

賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

に備えるため、支給見積額を計

上している。

賞与引当金 

 一部の連結子会社は、従業員

に対して支給する賞与に充てる

ため、支給見積額を計上してい

る。

賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

に備えるため、支給見積額を計

上している。

受注工事損失引当金 

 受注工事の損失に備えるた

め、期末受注残高のうち、工事

原価の発生見込額が受注金額を

超過する請負工事について、そ

の超過額が合理的に見積り可能

となったものについてその超過

見込額を計上している。

工事損失引当金 

 受注工事の損失に備えるた

め、期末受注残高のうち、工事

原価の発生見込金額が受注金額

を超過する請負工事について、

その超過額が合理的に見積り可

能になったものについて、その

超過見込額を計上している。

受注工事損失引当金 

 受注工事の損失に備えるた

め、期末受注残高のうち、工事

原価の発生見込額が受注金額を

超過する請負工事について、そ

の超過額が合理的に見積り可能

となったものについてその超過

見込額を計上している。

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上している。 

 過去勤務債務は、４年による

定額法により費用処理すること

としている。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務年数による定

額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしている。

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上している。 

 過去勤務債務は、各連結会計

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(４～５年)による定額法に

より費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10～14年)による定額

法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用

処理している。

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上している。 

 過去勤務債務は、各連結会計

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(4～5年)による定額法によ

り費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10～14年)による定額

法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用

処理している。



  

 
  

項目

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

役員退職引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規による期末要支

給額の全額を計上している。 

 なお、当連結会計年度は内規

の運用を停止しているため、計

上していない。

役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上している。 

 なお、役員報酬制度の改訂等

により、提出会社は平成16年７

月以降対応分について、一部の

連結子会社については当連結会

計年度において引当計上を行っ

ていない。

役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上している。 

 なお、当連結会計年度は内規

の運用を停止しているため、計

上していない。

 (4)重要なリース取引の処

理方法

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。

 (5)重要なヘッジ会計の方

法

①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってい

る。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

  金利スワップ取引 

 ヘッジ対象 

  変動金利借入金取引 

③ヘッジ方針 

 長期的にみて金利の上昇が予

想されることから、金利変動リ

スクを相殺し固定化するヘッジ

を行うこととしている。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ対象とヘッジ手段につ

いて、キャッシュ・フローの変

動の累計を比較する方法によっ

ている。

①ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理によってい

る。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

 ヘッジ手段

  金利スワップ取引

 ヘッジ対象

  変動金利借入金取引

③ヘッジ方針 

 長期的に見て金利の上昇が予

想されることから、金利変動リ

スクを相殺し固定化するヘッジ

を行うこととしている。

④ヘッジの有効性の評価方法

 ヘッジ対象とヘッジ手段につ

いて、キャッシュ・フローの変

動の累計を比較する方法によっ

ている。

①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってい

る。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

  金利スワップ取引 

 ヘッジ対象 

  変動金利借入金取引 

③ヘッジ方針 

 長期的に見て金利の上昇が予

想されることから、金利変動リ

スクを相殺し固定化するヘッジ

を行うこととしている。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ対象とヘッジ手段につ

いて、キャッシュ・フローの変

動の累計を比較する方法によっ

ている。

 (6)その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

完成工事高の計上基準 

 完成工事高の計上基準は工事

完成基準によっているが、長期

大型（工期１年以上請負金額３

億円以上）の工事については、

工事進行基準によっている。

長期請負工事の収益計上処理

 完成工事高の計上基準は、工

事完成基準によっているが、長

期大型の工事(工期が１年を超

え、かつ、請負金額が３億円以

上)については、工事進行基準に

よっている。

 なお、工事進行基準によった

完成工事高は24,738百万円であ

る。

完成工事高の計上基準 

 完成工事高の計上は、工事完

成基準によっているが、長期大

型（工期１年以上、かつ、請負

金額３億円以上）の工事につい

ては、工事進行基準によってい

る。 

 なお、工事進行基準によった

完成工事高は23,563百万円であ

る。

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税に相当

する額の会計処理は、税抜方式

によっている。

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税に相当

する額の会計処理は、税抜方式

によっている。

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税に相当

する額の会計処理は、税抜方式

によっている。

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の

評価は全面時価評価法によって

いる。

 連結子会社の資産及び負債の

評価は全面時価評価法によって

いる。

 連結子会社の資産及び負債の

評価は全面時価評価法によって

いる。



  

 
  

項目

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項

―――――  連結調整勘定は、５年間の均

等償却を行うこととしている。

ただし、金額が僅少な場合に

は、発生時にその全額を償却し

ている。

―――――

７ のれんの償却に関する事

項

――――― ―――――  のれんは、５年間の均等償却

を行うこととしている。 

 なお、平成18年10月1日の合併

により発生したのれんについて

は、共通支配下関係形成時(平成

16年3月31日)に発生したのれん

の償却期間(5年)に基づき、当該

のれんの残存償却期間(2.5年)で

均等償却している。

８ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

 連結剰余金計算書は、連結会

計年度中に確定した利益処分に

基づいて作成している。

 連結剰余金計算書は、連結会

社の利益処分について連結会計

年度中に確定した利益処分に基

づいて作成されている。

―――――

９ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ケ月以内に償還

期限の到来する短期投資からな

る。

 連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金同

等物)の範囲は、手許現金、随時

引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３か月以内

に償還期限の到来する短期投資

からなる。

 手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ケ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなる。



(会計処理の変更) 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

―――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度より、固定資産の

減損に係る会計基準(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日))及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日)を適用している。これに

より、税金等調整前当期純利益は

321百万円減少している。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は(セグメント情報)に記載してい

る。 

 また、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

いる。

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当連結会計年度より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会  平成

17年12月9日 企業会計基準第5号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準適用指針第8

号)を適用している。これまでの資

本の部の合計に相当する金額は、

25,131百万円である。 

 なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成している。 

 

(企業結合に係る会計基準等) 

 当連結会計年度より「企業結合に

係る会計基準」(企業会計審議会

平成15年10月31日)及び「事業分離

等に関する会計基準」(企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準第7号)並びに「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」(企業会計基準委員

会 最終改正平成18年12月22日 企

業会計基準適用指針第10号)を適用

している。 

 

(支店等事業所における管理経費の

会計処理について) 

 従来、合併存続会社の旧不動建設

株式会社では、支店等事業所で発生

する管理経費は、施工支援経費と認

められるものを除き、販売費及び一

般管理費として処理しており、一

方、合併消滅会社の旧株式会社テト

ラでは、完成工事原価等または未成

工事支出金等に配賦して処理してき

た。 

 平成18年10月1日の両社の合併に

伴い、業務内容の統合を行うととも

に、会計処理のより健全化を目的に

当該経費は施工支援経費と認められ

るものを除き、販売費及び一般管理

費として発生時の費用とする方法に

統一した。



  

 
  

(表示方法の変更) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

 この結果、旧株式会社テトラより

引き継いだ未成工事支出金等に含ま

れている支店等事業所の配賦額を

「管理費配賦額取崩損」として530

百万円を特別損失に計上している。 

 また、従来の方法に比較して、売

上総利益が1,437百万円増加し、営

業損失及び経常損失が491百万円減

少し、税金等調整前当期純損失が40

百万円増加している。 

 なお、当該会計処理の変更は平成

18年10月1日の合併を契機に行なっ

たため、当中間連結会計期間は従来

の方法によっており、変更後の方法

によった場合と比較して、売上総利

益が475百万円多く、営業損失、経

常損失及び税金等調整前中間純損失

がそれぞれ530百万円少なく計上さ

れている。 

 また、セグメント情報に与える影

響は(セグメント情報)に記載してい

る。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

―――――― ―――――― (連結貸借対照表関係)

1．前連結会計年度において「その

他たな卸資産」に含めていた「販

売用不動産」は、当連結会計年度

から区分掲記することとした。な

お、前連結会計年度の「その他た

な卸資産」に含まれている「販売

用不動産」の金額は729百万円で

ある。

2．前連結会計年度において「連結

調整勘定」として掲記されていた

ものは、当連結会計年度から「の

れん」と表示している。



  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

(連結損益計算書関係)

1.「業務受託収入」は営業外収益の

100分の10を超えたため、区分掲

記した。なお、前連結会計年度の

営業外収益の「雑収入」に含まれ

ている「業務受託収入」の金額は

17百万円である。

2.「特許実施収入」は営業外収益の

100分の10を超えたため、区分掲

記した。なお、前連結会計年度の

営業外収益の「雑収入」に含まれ

ている「特許実施収入」の金額は

20百万円である。

(連結損益計算書関係)

1.「業務受託収入」は営業外収益の

100分の10を超えたため、区分掲

記した。なお、前連結会計年度の

営業外収益の「雑収入」に含まれ

ている「業務受託収入」の金額は

17百万円である。

2.「特許実施収入」は営業外収益の

100分の10を超えたため、区分掲

記した。なお、前連結会計年度の

営業外収益の「雑収入」に含まれ

ている「特許実施収入」の金額は

20百万円である。

(連結損益計算書関係)

1．前連結会計年度において「連結

調整勘定償却額」として掲記され

ていたものは、当連結会計年度か

ら「のれん償却額」と表示してい

る。

2．前連結会計年度において営業外

収益の「その他」に含めていた

「賃貸収入」は営業外収益の100

分の10を超えたため、区分掲記し

た。なお、前連結会計年度の営業

外収益の「その他」に含まれてい

る「賃貸収入」の金額は25百万円

である。

3．前連結会計年度において「固定

資産除却及び売却損」として掲記

されていたものは、「固定資産売

却損」及び「固定資産除却損」と

して区分掲記している。なお、前

連結会計年度の「固定資産除却及

び売却損」に含まれている「固定

資産売却損」の金額は10百万円、

「固定資産除却損」の金額は5百

万円である。

4．前連結会計年度において区分掲

記していた特別損失の「貸倒引当

金繰入額」は金額的重要性がない

ため、特別損失の「その他」に含

めている。なお、当連結会計年度

の特別損失の「その他」に含まれ

ている「貸倒引当金繰入額」の金

額は4百万円である。

―――――― (連結キャッシュ・フロー計算書関

係) 

 営業活動によるキャッシュ・フロ

ーの「持分変動利益」は、前連結会

計年度は「その他」に含めて表示し

ていたが、金額的重要性が増したた

め区分掲記している。 

 なお、前連結会計年度の「その

他」に含まれている「持分変動利

益」は7百万円である。

(連結キャッシュ・フロー計算書関

係) 

 前連結会計年度において「連結調

整勘定償却額」として掲記されてい

たものは、当連結会計年度から「の

れん償却額」と表示している。

 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度 
(平成18年３月31日) 当連結会計年度 

(平成19年３月31日)
不動建設株式会社 株式会社テトラ

※１ 受取手形裏書譲渡高

264百万円

※１ 手形裏書譲渡高

349百万円

※１ 受取手形裏書譲渡高

368百万円

※２ このうち非連結子会社及び関

連会社に対する金額は、次のと

おりである。

 投資有価証券 
 (株式)

619百万円

※２ このうち非連結子会社及び関

連会社に対する金額は、次のと

おりである。

 投資有価証券
 (株式)

781百万円

※２ このうち非連結子会社及び関

連会社に対する金額は、次のと

おりである。

投資有価証券 
 (株式)

845百万円

 

※３ 下記資産は、宅地建物取引業

法に基づく営業保証金として法

務局に供託している。

 有価証券 20百万円
 

※３ 下記の資産は、営業保証金の

代用として供託されている。

 有価証券 20百万円

   また、船舶のうち52百万円

を、当該船舶の共同購入先であ

る興生建設㈱の金融機関借入金

175百万円に対する物上保証と

して担保に提供している。

 

※３ 下記資産は、宅地建物取引業

法に基づく営業保証金として法

務局に供託している。

有価証券 20百万円

※４ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行と貸出

コミットメント契約を締結して

いる。

   これらの契約に基づく当連結

会計年度末の残高は次のとおり

である。

貸出コミット 
メントの総額

10,000百万円

借入実行残高 3,000

差引額 7,000  

※４ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行と貸出

コミットメント契約を締結して

いる。これらの契約に基づく当

連結会計年度末の残高は次の通

りである。

貸出コミット
メントの総額

12,000百万円

借入実行残高 3,000

差引額 9,000

※４ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行と貸出

コミットメント契約を締結して

いる。

   これらの契約に基づく当連結

会計年度末の残高は次のとおり

である。

貸出コミット 
メントの総額

8,500百万円

借入実行残高 3,000

差引額 5,500

―――――― ―――――― ※５ 当連結会計年度末日満期手形

の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してい

る。 

 なお、当連結会計年度末日は

金融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形が当連結会

計年度末残高に含まれている。

受取手形 233百万円

支払手形 2,354

受取手形裏
書譲渡高

37

 

※６ 会社の発行する株式の総数

   普通株式 272,559千株

   第１種優先株式 10,000千株

   発行済株式の総数

   普通株式 182,025千株

※６ 当社の発行済株式総数は、普

通株式34,040千株である。

――――――

 

※７ 自己株式の保有数

   普通株式 4,121株

※７ 連結会社が保有する自己株式

の数は、普通株式922千株であ

る。

――――――



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

※１ 完成工事高のうち工事進行基

準により計上した額

22,651百万円

―――――― ――――――

※２ このうち、主要な費目及び金

額は次のとおりである。

従業員給料手当 1,977百万円

賞与引当金 
繰入額

381

退職給付費用 △26

貸倒引当金 
繰入額

93

―――――― ――――――

 ３ 研究開発費

   一般管理費及び完成工事原価

に含まれている研究開発費は、

285百万円である。

 ３ 研究開発費

   販売費及び一般管理費及び完

成工事原価に含まれている研究

開発費は427百万円である。

 ３ 研究開発費

   一般管理費及び完成工事原価

に含まれている研究開発費は、

406百万円である。

※４ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりである。

土地 78百万円

機械装置 0

合計 78

※４ 主として土地の売却益であ

る。

 

※４ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりである。

機械・運搬具・
工具器具備品

18百万円

     ―――――― ※５ 主として建物の売却損である ※５ 固定資産売却損の内訳は次の

とおりである。

土地 11百万円

※６ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりである。

機械装置 3百万円

     ――――――      ――――――



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

――――――

 

※７ 減損損失

   当連結会計年度において、当

社グループは321百万円の減損

損失を計上した。その主なもの

は以下のとおりである。

場所 用途 種類
減損損失

(百万円)

沖縄県島尻郡 

八重瀬町
遊休

土地、

建物
132

愛知県常滑市 遊休 土地 53

宮城県石巻市 遊休 土地 31

秋田県男鹿市 遊休 土地 19

   当社グループは、独立したキ

ャッシュ・フローを生成する資

産グループとして建設事業、型

枠賃貸事業、その他の事業の各

事業セグメント単位及びそれら

の事業に共用される資産によ

り、資産のグルーピングを行っ

ている。

   上記の資産は、遊休等の状態

にあり、かつ、地価の下落が著

しいため、帳簿価格を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を

減損損失として特別損失に計上

した。

   なお、当該資産の回収可能価

額は正味売却価額(不動産鑑定

評価基準に基づく評価額及び帳

簿価額の重要性の低い物件につ

いては固定資産税評価額を使

用)によっている。

 

※７ 減損損失

   当連結会計年度において、当

社グループは30百万円の減損損

失を計上した。その主なものは

以下のとおりである。

場所 用途 種類
減損損失 

(百万円)

東京都港区他
除却 

予定
建物 25

   当社グループは、独立したキ

ャッシュ・フローを生成する資

産グループとして建設事業、型

枠賃貸事業、その他の事業の各

事業セグメント単位及びそれら

の事業に共用される資産によ

り、資産のグルーピングを行っ

ている。

   上記の資産は、合併に伴なう

除却予定資産であり、平成18年

9月期に、残存価額を減損損失

として特別損失に計上した。

―――――― ―――――― ※８ 管理費配賦額取崩損

   (会計処理の変更)に記載のと

おり、旧株式会社テトラにおけ

る支店等事業所で発生する管理

経費の会計処理方法を変更した

ことに伴なう、未成工事支出金

等下期首残高に配賦していた管

理経費の取崩損である。

―――――― ―――――― ※９ その他には、貸倒引当金繰入

額4百万円が含まれている。



次へ 

(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
(注)前連結会計年度末の株式数は、㈱テトラのものである。 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、合併による増加によるものである。 

  
２ 自己株式に関する事項 

 
(注)前連結会計年度末の株式数は、㈱テトラのものである。 

  
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次の通りである。 

 
減少数は単元未満株式の買増請求による売渡しによるものである。 

  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
(注)㈱テトラのものである。 

  
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 34,040,612 147,984,616 ― 182,025,228

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 922,707 16,612,137 1,072 17,533,772

 ㈱テトラが保有していた不動建設㈱の株式 97,000,000株

 ㈱テトラが保有していた旧テトラ株式への割当 1,297,625株

 ㈱テトラの株主へ割当交付 △81,697,468株

合併による増加合計 16,600,157株

不動建設㈱が保有していた自己株式 4,375株

単元未満株式の買取による増加 7,605株

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年6月21日 
定時株主総会

普通株式 199 6 平成18年3月31日 平成18年6月22日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年6月22日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 329 2 平成19年3月31日 平成19年6月25日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成18年３月31日)

現金預金勘定 5,015百万円

現金及び 
現金同等物

5,015

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

(平成18年３月31日)

現金預金勘定 7,276百万円

有価証券勘定 22

計 7,299

預入期間が
３か月を 
超える 
定期預金等

△16

債券 △22

現金及び 
現金同等物

7,260

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成19年３月31日)

現金預金勘定 7,191百万円

預入期間が３
か月を超える
定期預金

△25

現金及び
現金同等物

7,166

 

２ 重要な非資金取引の内容

  新株予約権行使による増加額及

び減少額は次のとおりである。

資本金 
の増加額

1,350百万円

資本準備金 
の増加額

1,347

利益剰余金 
の減少額

△3

自己株式 
の減少額

5

新株予約権付 
社債の減少額

2,700

２ 当連結会計年度における現金及

び現金同等物期首残高は㈱テト

ラのものである。



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

項目

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

１ リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引

  (借主側)

 ①リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額

相当額

減価償却 

累計額 

相当額

期末残高

相当額

機械・ 

運搬具・ 

工具器具 

備品

百万円 百万円 百万円

1,129 541 589

取得価額

相当額

減価償却

累計額 

相当額

期末残高

相当額

機械・ 

運搬具・

工具器具

備品

百万円 百万円 百万円

1,230 622 608

取得価額

相当額

減価償却 

累計額 

相当額

期末残高

相当額

機械・ 

運搬具・

工具器具

備品

百万円 百万円 百万円

1,194 571 623

 ②未経過リース料期末残高

相当額

１年内 184百万円

１年超 428

 計 612

１年以内 193百万円

１年超 438

合計 631

１年内 206百万円

１年超 435

 計 641

 ③支払リース料、減価償却

費相当額及び支払利息相

当額

   支払リース料 236百万円 253百万円 219百万円

   減価償却費相当額 195百万円 213百万円 207百万円

   支払利息相当額 38百万円 37百万円 31百万円

 ④減価償却費相当額の算定

方法

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。

 ⑤利息相当額の算定方法  リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってい

る。

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってい

る。

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってい

る。

２ オペレーティング・リー

ス取引

  (借主側)

  未経過リース料

１年内 6百万円

１年超 1

 計 8

１年内 6百万円

１年超 1

合計 7

１年内 1百万円

１年超 0

 計 1

３ 転貸リースにかかる未経

過リース料の連結会計年

度末残高

―――――― 借主側

１年内 6百万円

１年超 2

合計 8

借主側

１年内 2百万円

１年超 ―

合計 2

貸主側

１年内 6百万円

１年超 2

合計 9

貸主側

１年内 2百万円

１年超 ―

合計 2

(減損損失について) ――――――  リース資産に配分された減損

損失はないため、項目等の記載

は省略している。

 リース資産に配分された減損

損失はないため、項目等の記載

は省略している。



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

不動建設株式会社 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
(注) 減損処理の対象銘柄は、以下の基準としている。 

(1) 評価損率50％以上の銘柄＝全銘柄 

(2) 評価損率30％以上の銘柄＝時価の回復可能性なしと判断した銘柄 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 
  

４ その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

 
  

種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

(1)連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

株式 103 162 59

国債 ― ― ―

小計 103 162 59

(2)連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

株式 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 103 162 59

売却額 (百万円) ―

売却益の合計額 (百万円) ―

売却損の合計額 (百万円) ―

非上場株式 (百万円) 1,062

公債 (百万円) 26

種類
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

国 債 20 ― ― ―

公 債 3 3 ― ―

合計 23 3 ― ―



株式会社テトラ 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注)  有価証券の減損にあたっては、金融商品会計に関する社内処理基準(①期末時価が簿価に対し50％を超えて下

落している場合、②期末時価が簿価に対し30～50％下落し、過去２年間の平均価格が30％以上下落した状況が

継続している場合、③期末時価が簿価に対し30～50％下落し、株式等の発行会社が債務超過の状態にある場

合、又は、２期連続で損失を計上しており、翌連結会計年度もそのように予想される場合)に則っている。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていないその他有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

 

４ その他有価証券で満期のあるもの 

  

 
  

種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

株式 364 1,340 975

債券 ― ― ―

小計 364 1,340 975

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

株式 0 0 △0

その他 ― ― ―

小計 0 0 △0

合計 365 1,340 975

売却額(百万円) 362

売却益の合計額(百万円) 34

売却損の合計額(百万円) 124

非上場株式(百万円) 1,222

その他(百万円) 25

 

種類
１年以内
(百万円)

１年超５年以内 
(百万円)

債券 22 2



前へ   次へ 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
(注) 減損処理の対象銘柄は、以下の基準としている。 

(1) 評価損率50％以上の銘柄＝全銘柄 

(2) 評価損率30％以上の銘柄＝時価の回復可能性なしと判断した銘柄 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 
  

４ その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

 
  

種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

(1)連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

株式 345 1,077 732

小計 345 1,077 732

(2)連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

株式 316 312 △5

小計 316 312 △5

合計 662 1,388 727

売却額 (百万円) 143

売却益の合計額 (百万円) 114

売却損の合計額 (百万円) 1

非上場株式 (百万円) 1,243

国債、地方債 (百万円) 23

種類
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

国債、地方債 23 ― ― ―



(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

１ 取引の状況に関する事項

 ①取引の内容及び利用目的等

  当社グループは、借入金の金利

変動リスクを回避する目的で金利

スワップ取引を行っている。

  なお、金利スワップ取引につい

てはヘッジ会計を適用している。

１ 取引の状況に関する事項

 ①取引の内容及び利用目的等

  当社グループは、借入金の金利

変動リスクを回避する目的で金利

スワップ取引を行っている。

  なお、金利スワップ取引につい

てはヘッジ会計を適用している。

１ 取引の状況に関する事項

 ①取引の内容及び利用目的等

  当社グループは、借入金の金利

変動リスクを回避する目的で金利

スワップ取引を行っている。

  なお、金利スワップ取引につい

てはヘッジ会計を適用している。

  (1)ヘッジ手段とヘッジ対象 

   (ヘッジ手段) 

    金利スワップ取引 

   (ヘッジ対象) 

    変動金利借入金取引

  (1)ヘッジ手段とヘッジ対象 

   (ヘッジ手段) 

    金利スワップ取引 

   (ヘッジ対象) 

    変動金利借入金取引

  (1)ヘッジ手段とヘッジ対象 

   (ヘッジ手段) 

    金利スワップ取引 

   (ヘッジ対象) 

    変動金利借入金取引

  (2)ヘッジ方針

 長期的にみて金利の上昇が

予想されることから、金利変

動リスクを相殺し固定化する

ヘッジを行うこととしてい

る。

  (2)ヘッジ方針

 長期的にみて金利の上昇が

予想されることから、金利変

動リスクを相殺し固定化する

ヘッジを行うこととしてい

る。

  (2)ヘッジ方針

 長期的にみて金利の上昇が

予想されることから、金利変

動リスクを相殺し固定化する

ヘッジを行うこととしてい

る。

  (3)ヘッジの有効性評価の方法

 ヘッジ対象とヘッジ手段に

ついてキャッシュ・フローの

変動の累計を比較する方法に

よっている。

  (3)ヘッジの有効性評価の方法

 ヘッジ対象とヘッジ手段に

ついてキャッシュ・フローの

変動の累計を比較する方法に

よっている。

  (3)ヘッジの有効性評価の方法

 ヘッジ対象とヘッジ手段に

ついてキャッシュ・フローの

変動の累計を比較する方法に

よっている。

 ②取引に対する取組方針

  借入金利息の金利変動リスクを

回避する目的で金利スワップ取引

等を利用しており、投機目的のた

めのデリバティブ取引は行わない

方針である。

 ②取引に対する取組方針

  借入金利息の金利変動リスクを

回避する目的で金利スワップ取引

等を利用しており、投機目的のた

めのデリバティブ取引は行わない

方針である。

 ②取引に対する取組方針

  借入金利息の金利変動リスクを

回避する目的で金利スワップ取引

等を利用しており、投機目的のた

めのデリバティブ取引は行わない

方針である。

 ③取引に係るリスクの内容

  金利スワップ取引においては、

市場金利の変動によるリスクを有

している。

  なお、デリバティブ取引の相手

先は信用度の高い国内の銀行であ

るため、相手先の契約不履行によ

るいわゆる信用リスクはほとんど

ないと判断している。

 ③取引に係るリスクの内容

  金利スワップ取引においては、

市場金利の変動によるリスクを有

している。

  なお、デリバティブ取引の相手

先は信用度の高い国内の銀行であ

るため、相手先の契約不履行によ

るいわゆる信用リスクはほとんど

ないと判断している。

 ③取引に係るリスクの内容

  金利スワップ取引においては、

市場金利の変動によるリスクを有

している。

  なお、デリバティブ取引の相手

先は信用度の高い国内の銀行であ

るため、相手先の契約不履行によ

るいわゆる信用リスクはほとんど

ないと判断している。

 ④取引に係るリスク管理体制

  当社グループのデリバティブ取

引は、内規に基づき、管理部門責

任者が取引の決裁を行い、財務部

門において取引の実行及び管理を

行っている。

 ④取引に係るリスク管理体制

  当社グループのデリバティブ取

引は、内規に基づき、管理部門責

任者が取引の決裁を行い、財務部

門において取引の実行及び管理を

行っている。

 ④取引に係るリスク管理体制

  当社グループのデリバティブ取

引は、内規に基づき、管理部門責

任者が取引の決裁を行い、財務部

門において取引の実行及び管理を

行っている。



前へ   次へ 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

２ 取引の時価等に関する事項

  当社グループは、金利変動のヘ

ッジを目的としたデリバティブ取

引のみを行っており、ヘッジ会計

を適用しているため、開示の対象

から除いている。

２ 取引の時価等に関する事項

  当社グループは、金利変動のヘ

ッジを目的としたデリバティブ取

引のみを行っており、ヘッジ会計

を適用しているため、開示の対象

から除いている。

２ 取引の時価等に関する事項

  当社グループは、金利変動のヘ

ッジを目的としたデリバティブ取

引のみを行っており、ヘッジ会計

を適用しているため、開示の対象

から除いている。



(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

１ 採用している退職給付制度の概

要

   当社及び国内連結子会社は、

確定給付型の制度として、確定

給付企業年金制度及び退職一時

金制度を設けている。

１ 採用している退職給付制度の概

要

   確定給付型の制度として、当

社は適格退職年金制度及び退職

一時金制度を、一部の連結子会

社は確定給付企業年金制度及び

退職一時金制度を設けている。

   また、従業員の退職等に際し

て割増退職金を支払う場合があ

る。

１ 採用している退職給付制度の概

要

   当社及び国内連結子会社は、

確定給付型の制度として、確定

給付企業年金制度、適格退職年

金制度及び退職一時金制度を設

けている。

 

２ 退職給付債務に関する事項

(百万円)

退職給付債務 △12,003

年金資産 5,617

未積立退職 
給付債務

△6,387

未認識数理 
計算上の差異

3,706

未認識過去 
勤務債務

△1,642

連結貸借対照表 
計上額純額

△4,323

退職給付引当金 △4,323

２ 退職給付債務に関する事項

(百万円)

退職給付債務 △14,445

年金資産 7,981

未積立退職
給付債務

△6,464

未認識数理
計算上の差異

3,602

未認識過去
勤務債務

△1,707

連結貸借対照表
計上額純額

△4,569

前払年金費用 88

退職給付引当金 △4,658

２ 退職給付債務に関する事項

(百万円)

退職給付債務 △13,791

年金資産 7,620

未積立退職
給付債務

△6,171

未認識数理
計算上の差異

3,248

未認識過去
勤務債務

△848

連結貸借対照表 
計上額純額

△3,770

前払年金費用 26

退職給付引当金 △3,797

 

３ 退職給付費用に関する事項

(百万円)

勤務費用 216

利息費用 295

期待運用収益 △193

数理計算上の 
差異の費用処理額

437

過去勤務債務 
の費用処理額

△821

退職給付費用 △68
 

３ 退職給付費用に関する事項

(百万円)

勤務費用 409

利息費用 342

期待運用収益 △193

数理計算上の
差異の費用処理額

477

過去勤務債務
の費用処理額

△860

退職給付費用 175
 

３ 退職給付費用に関する事項

(百万円)

勤務費用 341

利息費用 287

期待運用収益 △253

数理計算上の
差異の費用処理額

427

過去勤務債務
の費用処理額

△859

退職給付費用 △57

（注）上記退職給付費用以外に、割

増退職金534百万円を支払っ

ており、特別損失に計上して

いる。



前へ   次へ 

 
  

(ストック・オプション等関係) 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項なし。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に

関する事項

退職給付見込額の 
期間配分方法

期間定額基準
 

割引率 2.0 ％

期待運用収益率 4.0 ％

過去勤務債務の 
額の処理年数

４年 
 

数理計算上の 
差異の処理年数

発生時の従業
員の平均残存
勤務年数によ
っ て い る。
(翌連結会計
年度から定額
法により、費
用処理するこ
と と し て い
る。)

４ 退職給付債務等の計算の基礎に

関する事項

退職給付見込額の
期間配分方法

期間定額基準
 

割引率 2.0％

期待運用収益率 0.0％(一部の
連結子会社に
つ い て は
4.0％)

過去勤務債務の
額の処理年数

４～５年(各
連結会計年度
の発生時にお
ける従業員の
平均残存勤務
期間以内の一
定の年数によ
る定額法によ
り費用処理し
ている。)

数理計算上の
差異の処理年数

10～14年(各
連結会計年度
の発生時にお
ける従業員の
平均残存勤務
期間以内の一
定の年数によ
る定額法によ
り按分した額
を、それぞれ
発生の翌連結
会計年度から
費用処理して
いる。)  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に

関する事項

退職給付見込額の 
期間配分方法

期間定額基準
 

割引率 2.0％

期待運用収益率 0.0～4.0 ％

過去勤務債務の 
額の処理年数

４～５年(各
連結会計年度
の発生時にお
ける従業員の
平均残存勤務
期間以内の一
定の年数によ
る定額法によ
り費用処理し
ている。)

数理計算上の
差異の処理年数

10～14年(各
連結会計年度
の発生時にお
ける従業員の
平均残存勤務
期間以内の一
定の年数によ
る定額法によ
り按分した額
を、それぞれ
発生の翌連結
会計年度から
費用処理して
いる。)



前へ 

(税効果会計関係) 

  

   

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 当連結会計年度

(平成19年３月31日)
不動建設株式会社 株式会社テトラ

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債

の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金損金 
算入限度超過額

1,115百万円

販売用不動産等 
評価損

1,807

退職給付引当金 
損金算入限度 
超過額

1,759

固定資産評価損 2,114

未実現有形 
固定資産売却益

491

投資有価証券 
評価損

209

繰越欠損金 9,215

その他 193

評価性引当額 △12,158

繰延税金資産合計 4,745

繰延税金負債

その他有価証券 
評価差額金

△24

繰延税金負債小計 △24

繰延税金資産の 
純額

4,721

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債

の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰越欠損金 9,214百万円

販売用不動産等
評価損

3,898

固定資産評価損 131

貸倒引当金損金
算入限度超過額

1,145

退職給付引当金
損金算入限度 
超過額

1,889

固定資産未実現
損益の消去額

490

投資有価証券
評価損

224

賞与引当金
繰入額

170

その他 332

繰延税金資産小計 17,495

評価性引当額 △12,176

繰延税金資産合計 5,319

繰延税金負債

その他有価証券
評価差額金

△396

固定資産 
圧縮積立金

△46

貸倒引当金の
消去額

△2

繰延税金負債合計 △445

繰延税金資産の
純額

4,873

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債

の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金損金 
算入限度超過額

1,009百万円

販売用不動産等 
評価損

1,806

退職給付引当金 
損金算入限度 
超過額

1,551

固定資産評価損 975

未実現有形
固定資産売却益

494

投資有価証券
評価損

225

繰越欠損金 10,488

その他 439

繰延税金資産小計 16,988

評価性引当額 △11,589

繰延税金資産合計 5,399

繰延税金負債

その他有価証券 
評価差額金

△275

固定資産圧縮積
立金

△41

繰延税金負債小計 △317

繰延税金資産の
純額

5,081

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用

後の法人税等の負担率との差異の

原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）

永久に損金に 
算入されない 
項目

8.3

住民税均等 
割額等

4.2

その他 0.0

評価性引当額の 
増減による影響

12.5

税効果会計適用後 
の法人税等の 
負担率

65.7

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用

後の法人税等の負担率との差異の

原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）

永久に損金に
算入されない 
項目

9.2

永久に益金に
算入されない 
項目

△0.1

住民税均等割等 5.8

その他 7.2

税効果会計適用後
の法人税等 
の負担率

62.8

２ 法定実効税率と税効果会計適用

後の法人税等の負担率との差異の

原因となった主な項目別の内訳

  税金等調整前当期純損失を計上

しているため、記載していない。



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  不動建設株式会社 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める建設

事業の割合がいずれも90%を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略した。 

  株式会社テトラ 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分した。ただし、型枠賃貸事業について

は、営業利益が全セグメントの10％を超えているので、連結損益計算書のその他事業収入より区分した。 

２ 各事業区分に属する主要な内容 

建設事業  ：土木・建築その他建設工事全般に関する事業 

型枠賃貸事業：消波・根固ブロックの型枠賃貸に関する事業 

その他の事業：環境景観商品・建設資機材販売、他 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
(注) １ 事業区分の方法 

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分した。ただし、型枠賃貸事業について

は、営業利益が全セグメントの10％を超えているので、連結損益計算書のその他事業収入より区分した。 

建設事業 
(百万円)

型枠賃貸
事業 

(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 70,612 5,315 2,109 78,037 ― 78,037

(2) セグメント間の内部売上
高又は振替高

― 77 17 95 (95) ―

計 70,612 5,393 2,127 78,133 (95) 78,037

営業費用 69,629 4,358 2,083 76,072 (95) 75,976

営業利益 982 1,034 43 2,061 ― 2,061

Ⅱ 資産、減価償却費、 
  減損損失及び資本的支出 
  資産 50,130 5,241 790 56,162 ― 56,162

減価償却費 339 309 9 659 ― 659

減損損失 144 171 5 321 ― 321

資本的支出 380 249 26 657 ― 657

建設事業 
(百万円)

型枠賃貸
事業 

(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 60,026 4,697 2,362 67,085 ― 67,085

(2) セグメント間の内部売上
高又は振替高

― 76 5,454 5,530 (5,530) ―

計 60,026 4,773 7,816 72,615 (5,530) 67,085

営業費用 62,911 3,387 7,990 74,288 (5,530) 68,758

営業利益または 
営業損失(△)

△2,885 1,386 △174 △1,673 ― △1,673

Ⅱ 資産、減価償却費、 
  減損損失及び資本的支出 
  資産 58,748 4,275 4,181 67,205 ― 67,205

減価償却費 181 245 86 512 ― 512

減損損失 12 18 1 30 ― 30

資本的支出 330 165 46 542 ― 542



２ 各事業区分に属する主要な内容 

建設事業  ：土木、その他建設工事全般に関する事業 

型枠賃貸事業：消波・根固ブロックの型枠賃貸に関する事業 

その他の事業：施工機械賃貸、環境景観商品・建設資機材販売、他 

３ 建設事業の営業費用にはのれんの償却額3,657百万円が含まれている。 

４ (会計処理の変更)に記載のとおり、当連結会計年度において管理費配賦額の処理方法を変更している。この

変更に伴ない、従来の方法によった場合と比較して、建設事業において営業損失が344百万円減少し、型枠

賃貸事業において営業利益が147百万円増加している。 

なお、当該会計処理の変更は平成18年10月1日の合併を契機に行なったため、当中間連結会計期間は従来の

方法によっており、変更後の方法によった場合と比較して、建設事業において営業損失が376百万円減少

し、型枠賃貸事業において営業利益が154百万円増加している。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  不動建設株式会社 

全セグメントの売上高合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合が

いずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略した。 

  株式会社テトラ 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別

セグメントの記載を省略している。 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

全セグメントの売上高合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合が

いずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略した。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  不動建設株式会社 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略した。 

  株式会社テトラ 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略した。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  不動建設株式会社 

親会社及び法人主要株主等 

 
(注) 当社は銀行借入に対して親会社より保証予約を受けている。 

なお、銀行借入に係る保証予約の取引金額については、銀行借入の被保証残高を記載している。 

また、当該債務の被保証予約に対しては保証料を支払っていない。 

  

  株式会社テトラ 

  当連結会計年度において関連当事者と重要な取引はない。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

子会社等 

 
(注) 貸付金の利息は市場金利を勘案して合理的に決定している。 

  

属性
会社等 

の名称
住所

資本金又 

は出資金

(百万円)

事業の内容 

又は職業

議決権等の 

所有(被所有)

割合(％)

関係内容
取引の 

内 容

取引金額 

(百万円)
科目

期末残高 

(百万円)役員の 

兼任等

事業上 

の関係

親会社 ㈱テトラ 東京都 

港区

2,751 建設事業 

型枠賃貸

事業 

その他の

事業

（被所有)

直接 53.3

役員の 

兼任 

２人

当社に建設

工事を発注

している。

当社銀行

借入に対

する債務

の被保証

予約(注)

10,800 ― ―

属性
会社等 

の名称
住所

資本金又 

は出資金

(百万円)

事業の内容 

又は職業

議決権等の 

所有割合(％)

関係内容
取引の 

内 容

取引金額 

(百万円)
科目

期末残高 

(百万円)役員の 

兼任等

事業上 

の関係

関連会

社

ティ・エ

フ・エム

開発㈱

福岡県 

福岡市

10 その他の

事業

直接 34.0 なし なし 貸付金の回収 211 長期貸付金 ―

長期営業外未

収入金の回収 188
長期営業外

未収入金 820

貸付金利息の

回収(注) 1
未収入金

1



(企業結合等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社と株式会社テトラは、平成18年4月26日に締結し、平成18年6月23日及び平成18年6月21日開催

のそれぞれの定時株主総会において承認された合併契約書に基づき、平成18年10月1日付けで合併し

た。 
１．結合当事企業の名称、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の 

   概要 

(1)結合当事企業の名称 

  株式会社テトラ 

(2)企業結合の法的形式 

  吸収合併 

(3)結合後企業の名称 

  株式会社不動テトラ 

(4)取引の概要 

  ①合併の方法 

       両社対等の精神を持って合併を行うものとし、不動建設株式会社を存続会社とし、株式会社

       テトラは解散する。 

  ②合併契約の内容 

       合併比率 

 
  ③合併契約の内容 

 
２．実施した会計処理の概要 

共通支配下の取引等の会計処理によっている。 

３．株式の交換比率、交付株式数 

(1)交換比率 

  株式会社テトラの株式1株に対して、当社の株式2.40株の割合をもって割当交付した。 

(2)交付株式数 

  81,697,468株 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

(1)発生したのれんの金額 

  13,721百万円 

(2)発生原因 

  合併に伴なう支払対価(交付株式の時価)と少数株主持分の差額 

(3)償却の方法及び償却期間 

  共通支配下関係形成時(平成16年3月31日)に発生したのれんの償却期間(5年)に基づき、当該 

   のれんの残存償却期間(2.5年)で均等償却 

なお、当社は合併期日において、株式会社テトラの資産、負債及び権利義務の一切を引き継い

だ。株式会社テトラより引き継いだ資産、負債は次のとおりである。 

 
       (注)1.投資その他の資産には当社株式4,850百万円が含まれている。 

       2.百万円未満の端数は四捨五入により表示している。 

会社名 不動建設株式会社 株式会社テトラ

合併比率 1 2.40

A.商号 ： 「株式会社不動テトラ」
（英文表記：Fudo Tetra Corporation）

B.事業内容 ： 建設事業・地盤改良事業・ブロック事業・環境事業並びにこれ
らと関連する事業

C.本店所在地 ： 大阪市(現本店所在地) 

科目名 金額(百万円) 科目名 金額(百万円)

流動資産 10,312 流動負債 8,429

固定資産 10,286 固定負債 198

 有形固定資産 2,739 負債合計 8,627

 無形固定資産 63

 投資その他の資産 7,484

資産合計 20,599



(１株当たり情報) 
  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり当期純利益又は当期純損失 

  

 
  

２ １株当たり純資産額 

  

 
  

項目

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

１株当たり純資産額 24.42円 403.16円 152.72円

１株当たり当期純利益 

又は当期純損失(△)
3.11円 15.89円 △15.01円

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益

 なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しな

いため記載していない。

 なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては潜在株式が存在し

ないため記載していない。

 なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益につい

ては、１株当たり当期純損

失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載して

いない。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

連結損益計算書上の当期純利益 

又は当期純損失(△)
538百万円 529百万円 △2,468百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円 ― ―百万円

普通株式に係る当期純利益 

又は当期純損失(△)
538百万円 529百万円 △2,468百万円

普通株式の期中平均株式数 173,201千株 33,291千株 164,493千株

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

純資産の部の合計額 ―百万円 ―百万円 25,202百万円

純資産の部の合計額から控除する

金額
―百万円 ― 81百万円

(うち少数株主持分) ―百万円 ― 81百万円

普通株式に係る期末の純資産額 ―百万円 ―百万円 25,121百万円

１株当たり純資産額の算定に用い

られた期末の普通株式の数
―千株 ―千株 164,491千株



(重要な後発事象) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

(株式会社テトラとの合併）

 当社は、平成18年４月26日に株式会

社テトラとの間で合併契約を締結し

た。当該合併契約書は、平成18年６月

23日開催の当社の第60期定時株主総会

及び平成18年６月21日開催の株式会社

テトラの第54回定時株主総会において

承認を受けている。

 合併の目的、合併契約書の要旨及び

株式会社テトラの直近事業年度の事業

内容及び貸借対照表（要約）等は次の

とおりである。

１.合併の目的

 今日の建設業界を取巻く環境は、公

共投資が長期的に減少を続けているな

ど、ますます厳しさを増している。こ

の１年間においても、「公共工事品質

確保法」や「改正独占禁止法」が施行

され、一般競争入札の拡大や総合評価

方式の進展、さらには、平成18年秋に

も予定されている「入札ボンド」の導

入などによって、公共工事の入札・契

約制度が大きく変わろうとしている。

 このような状況下に対応するため、

両社は経営資源を結集し、陸上、海洋

の両土木事業に加えて、地盤改良事業

とブロック事業に関する独自の技術と

ノウハウを生かし、従来型の市場を確

保するとともに、耐震、耐津波・高

潮、環境、都市再生など今後拡大が見

込まれる分野への取り組みを強化し

て、高収益の確保と強固な経営基盤の

確立を図り、「技術と財務体質に優れ

た会社」を目指す。

(連結子会社不動建設㈱との合併)

 当社は、平成18年４月26日に不動建

設㈱との間で合併契約を締結した。当

該合併契約書は、平成18年６月21日開

催の当社の第54回定時株主総会におい

て承認を受けており、平成18年６月23

日開催の不動建設㈱の第60期定時株主

総会において承認を受ける予定であ

る。

 合併の目的、合併契約書の要旨及び

不動建設㈱の直近事業年度の事業内容

及び貸借対照表（要約）等は次のとお

りである。

１.合併の目的

 今日の建設業界を取巻く環境は、公

共投資が長期的に減少を続けているな

ど、ますます厳しさを増している。こ

の１年間においても、「公共工事品質

確保法」や「改正独占禁止法」が施行

され、一般競争入札の拡大や総合評価

方式の進展、さらには、平成18年秋に

も予定されている「入札ボンド」の導

入などによって、公共工事の入札・契

約制度が大きく変わろうとしている。

 このような状況下に対応するため、

両社は経営資源を結集し、陸上、海洋

の両土木事業に加えて、地盤改良事業

とブロック事業に関する独自の技術と

ノウハウを生かし、従来型の市場を確

保するとともに、耐震、耐津波・高

潮、環境、都市再生など今後拡大が見

込まれる分野への取り組みを強化し

て、高収益の確保と強固な経営基盤の

確立を図り、「技術と財務体質に優れ

た会社」を目指す。

―――――



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

２.合併後の会社の名称

 合併後の会社の名称は株式会社不動

テトラと称し、英文ではFudo Tetra 

Corporationと表示する。

２.合併後の会社の名称

 合併後の会社の名称は株式会社不動

テトラと称し、英文ではFudo Tetra 

Corporationと表示する。

―――――

３.本店の所在地

 大阪市中央区に置く。

３.本店の所在地

 大阪市中央区に置く。

４.合併契約書の要旨

(1) 合併の方法

 両社対等の精神をもって合併を行

うものとするが、法手続上は、当社

を存続会社とし、株式会社テトラは

解散する。

(2) 合併により発行する株式およびそ

の割当

 本合併に際し新株式を発行しない

ものとし、本合併により株式会社テ

トラから承継することとなる当社の

普通株式のうち81,697,468株を、株

式会社テトラの株式１株に対して、

当社の株式2.40株の割合をもって割

当交付する。

(3) 合併期日

 平成18年10月１日とする。

(4) 合併交付金

 合併に際し合併交付金の支払いは

行わない。

(5) 増加すべき資本金および準備金等

  ① 増加すべき資本金

 10,694,912円。本合併後の当社

の資本金は50億円となる。

  ② 増加すべき資本準備金

 合併差益の額から③および④の

額を控除した額。

  ③ 増加すべき利益準備金

 合併期日における株式会社テト

ラの利益準備金の額。

  ④ 増加すべき任意積立金その他の

留保利益

 合併期日における株式会社テト

ラの任意積立金その他の留保利益

の額。

４.合併契約書の要旨

(1) 合併の方法

 両社対等の精神をもって合併を行

うものとするが、法手続上は、不動

建設㈱を存続会社とする。

(2) 合併により発行する株式およびそ

の割当

 本合併に際し新株式を発行しな

い。ただし、新株式の発行に代え

て、本合併により当社から承継する

こととなる不動建設㈱の普通株式の

うち81,697,468株を、当社の株式１

株に対して、不動建設㈱の株式2.40

株の割合をもって割当交付する。

(3) 合併期日

 平成18年10月１日とする。

(4) 合併交付金

 合併に際し合併交付金の支払いは

行わない。

(5) 増加すべき資本金および準備金等

  ① 増加すべき資本金

 10,694,912円。本合併後の新会

社の資本金は50億円となる。

  ② 増加すべき資本準備金

 合併差益の額から③および④の

額を控除した額。

  ③ 増加すべき利益準備金

 合併期日における当社の利益準

備金の額。

  ④ 増加すべき任意積立金その他の

留保利益

 合併期日における当社の任意積

立金その他の留保利益の額。



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

 

 

 

５.株式会社テトラの事業の内容、 近

事業年度の貸借対照表（要約）及び

損益計算書（要約）

(1) 事業の内容

①住   所 東京都港区三田
三丁目11番34号

②代表者の氏名 代表取締役社長
上村 正明

③事業の内容 港湾・漁港・海岸
及び河川構造物の
設計及び施工並び
に土木工事の設計
及び施工 
テトラポッド等消
波・根固ブロック
製作用型枠の賃貸 
港湾・漁港・海岸
及び河川等におけ
る建設コンサルタ
ント業務 
環境商品・景観商
品及び建設資機材
等の販売

(2) 第54期 貸借対照表（要約）

(平成18年３月31日) (単位：百万円)
区分 金額 区分 金額

流動資産 8,966 流動負債 5,821

固定資産 10,265 固定負債 429

負債合計 6,250

資本合計 12,981

資産合計 19,231
負債資本 

合計
19,231

(3) 第54期 損益計算書（要約）

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)(単位：百万円)

区分 金額

売上高 18,458

売上総利益 2,639

営業利益 622

経常利益 631

税引前当期純利益 305

当期純利益 64

当期未処分利益 555

 なお、平成18年３月31日現在の同社

の従業員数は、394人である。

 

 

 

５.不動建設㈱の事業の内容、 近事業

年度の貸借対照表（要約）及び損益

計算書（要約）

(1) 事業の内容

①住   所 大阪市中央区
平野町四丁目 
２番16号

②代表者の氏名 代表取締役社長
髙橋 昭夫

③事業の内容 総合建設業

(2) 第60期 貸借対照表（要約）

(平成18年３月31日) (単位：百万円)
区分 金額 区分 金額

流動資産 28,899 流動負債 24,420

固定資産 9,030 固定負債 9,309

負債合計 33,729

資本合計 4,200

資産合計 37,929
負債資本 

合計
37,929

(3) 第60期 損益計算書（要約）

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)(単位：百万円)

区分 金額

売上高 54,158

売上総利益 7,260

営業利益 2,047

経常利益 1,785

税引前当期純利益 1,298

当期純利益 365

当期未処理損失 2,170

 なお、平成18年３月31日現在の同社

の従業員数は、672人である。

―――――



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

(国土交通省からの営業停止処分につい

て) 

 当社は、東京都発注の工事入札に係

る元当社社員の有罪判決が確定したこ

とに伴い、建設業法の規定に基づき、

国土交通省より平成18年４月24日付

で、関東地方整備局管内１都８県の区

域内における、土木工事業に関する営

業のうち、公共工事及び民間工事で補

助金等の交付を受けているものについ

て、同年５月９日から６月７日までの

30日間、営業停止処分を受けた。 

 しかしながら、現在のところ、当該

事象による影響を合理的に見積もるこ

とは困難であり、当該事象が翌連結会

計年度以降の財政状態及び経営成績に

与える影響は明らかではない。

(連結子会社不動建設㈱の国土交通省か

らの営業停止処分) 

 連結子会社不動建設㈱は、東京都発

注の工事入札に係る元同社社員の有罪

判決が確定したことに伴い、建設業法

の規定に基づき、国土交通省より平成

18年４月24日付で、関東地方整備局管

内１都８県の区域内における、土木工

事業に関する営業のうち、公共工事及

び民間工事で補助金等の交付を受けて

いるものについて、同年５月９日から

６月７日までの30日間、営業停止処分

を受けた。 

 しかしながら、現在のところ、当該

事象による影響を合理的に見積もるこ

とは困難であり、当該事象が翌連結会

計年度以降の財政状態及び経営成績に

与える影響は明らかではない。

―――――



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項なし。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載している。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

である。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

区分

前期末残高 
(百万円) 当期末残高

(百万円)
平均利率
(％)

返済期限
不動建設 
株式会社

株式会社
テトラ

短期借入金 3,367 3,000 3,000 1.65 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 2,400 2,400 2,400 1.65 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

5,400 5,400 3,000 1.39 平成20年～平成21年

合計 11,167 10,800 8,400 ― ―

区分 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金(百万円) 2,400 600 ― ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日) 当事業年度 

(平成19年３月31日)
不動建設株式会社 株式会社テトラ

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金預金 4,403 1,868 6,041

   受取手形
※１ 
11

2,110 764 3,390

   完成工事未収入金 ※１ 14,684 3,602 20,213

   その他事業未収入金 ※１ ― 773 722

   有価証券 ※２ 23 ― 23

   未成工事支出金 2,052 786 2,673

   その他事業支出金 ― 240 ―

   材料貯蔵品 ― 44 ―

   販売用不動産 729 ― 814

   短期貸付金 0 ― 1

   関係会社短期貸付金 1,974 376 2,150

   未収入金 1,669 279 2,176

   前払費用 ― 81 ―

   繰延税金資産 619 182 940

   その他 743 0 632

    貸倒引当金 △108 △34 △63

   流動資産合計 28,899 76.2 8,966 46.6 39,712 74.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

    建物 84 835 893

     減価償却累計額 43 41 642 192 635 258

    構築物 13 340 352

     減価償却累計額 12 1 223 117 247 105

    機械装置 3 477 382

     減価償却累計額 2 2 391 85 313 68

    船舶 ※３ ― 607 605

     減価償却累計額 ― ― 516 91 496 110

    車両運搬具 ― 5 5

     減価償却累計額 ― ― 4 0 5 0

    工具器具・備品 288 ― 12,513

     減価償却累計額 207 81 ― ― 11,688 825

    工具器具 ― 11,995 ―

     減価償却累計額 ― ― 11,254 741 ― ―

    備品 ― 287 ―

     減価償却累計額 ― ― 262 24 ― ―

    土地 ― 1,494 1,418

    建設仮勘定 ― 11 ―

    有形固定資産計 125 2,759 2,784



次へ 

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日) 当事業年度 

(平成19年３月31日)
不動建設株式会社 株式会社テトラ

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 ２ 無形固定資産

   工業所有権 0

   ソフトウェア 72

   その他 8

   無形固定資産合計 110 81 283

 ３ 投資その他の資産

   投資有価証券 1,222 1,212 2,588

   関係会社株式 661 5,796 1,559

   長期貸付金 903 ― 893

   関係会社長期貸付金 2,011 ― 1,700

   従業員長期貸付金 157 35 182

   破産債権、 
   更生債権等

859 26 964

   長期前払費用 69 2 37

   敷金保証金 ― 233 546

   繰延税金資産 3,301 ― 3,311

   長期営業外未収入金 ※１ 1,796 ― 1,264

   会員権等 ※１ 826 ― ―

   その他 290 207 504

    貸倒引当金 △3,299 △91 △3,153

   投資その他の資産計 8,795 7,423 10,395

   固定資産合計 9,030 23.8 10,264 53.4 13,462 25.3

  資産合計 37,929 100 19,230 100.0 53,174 100

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形
※１
11

8,060 763 7,607

   工事未払金 ※１ 5,953 2,158 13,927

   その他事業未払金 ※１ ― 560 361

   短期借入金 ※５ 5,767 ― 5,400

   未払金 385 166 821

   未払費用 ― 373 ―

      未払法人税等 100 253 81

   未払消費税等 ― ― 679

   未成工事受入金 2,313 739 3,825

   その他事業受入金 ― 60 ―

   預り金 ※１ 1,181 558 1,430

   完成工事補償引当金 18 2 20

   賞与引当金 207 ― 312

   工事損失引当金 ― 131 ―

   受注工事損失引当金 28 ― 205

   その他 409 51 118

   流動負債合計 24,420 64.4 5,820 30.3 34,786 65.4



次へ 

 

前事業年度
(平成18年３月31日) 当事業年度 

(平成19年３月31日)
不動建設株式会社 株式会社テトラ

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅱ 固定負債

   長期借入金 5,400 ― 3,000

   退職給付引当金 3,860 280 3,347

   役員退職慰労引当金 ― 70 ―

   繰越税金負債 ― 78 ―

   その他 49 ― 12

   固定負債合計 9,309 24.5 429 2.2 6,359 12.0

  負債合計 33,729 88.9 6,249 32.5 41,145 77.4

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※６ 4,989 13.2 2,751 14.3 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 1,347 2,457 ―

   その他資本剰余金

    自己株式処分差益 ― ― 11 11 ― ―

   資本剰余金合計 1,347 3.5 2,469 12.8 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

   任意積立金

    配当準備積立金 ― 550 ―

    固定資産 
    圧縮積立金

― 75 ―

    別途積立金 ― ― 6,287 6,912 ― ―

   当期未処分利益 ― 554 ―

   当期未処理損失 2,170 ― ―

   利益剰余金合計 △2,170 △5.7 7,467 38.8 ― ―

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

35 0.1 541 2.8 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※７ △1 △0.0 △248 △1.2 ― ―

  資本合計 4,200 11.1 12,980 67.5 ― ―

  負債資本合計 37,929 100 19,230 100.0 ― ―



前へ 

 

  

前事業年度
(平成18年３月31日) 当事業年度 

(平成19年３月31日)
不動建設株式会社 株式会社テトラ

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― ― ― 5,000 9.4

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― ― 2,472

  (2) その他資本剰余金 ― ― 0

    資本剰余金合計 ― ― ― ― 2,472 4.6

 ３ 利益剰余金

    その他利益剰余金

    配当準備積立金 ― ― 550

    固定資産  
    圧縮積立金

― ― 60

    別途積立金 ― ― 6,287

    繰越利益剰余金 ― ― △1,763

    利益剰余金合計 ― ― ― ― 5,135 9.7

 ４ 自己株式 ― ― ― ― △1,017 △1.9

   株主資本合計 ― ― ― ― 11,590 21.8

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― ― ― 449 0.8

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― ― ― ― △10 △0.0

   評価・換算差額等 
   合計

― ― ― ― 439 0.8

   純資産合計 ― ― ― ― 12,029 22.6

   負債純資産合計 ― ― ― ― 53,174 100



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

   完成工事高 54,158 12,751 53,514

   その他事業収入 ― 54,158 100 5,706 18,457 100.0 2,892 56,406 100.0

Ⅱ 売上原価

   完成工事原価 46,897 12,217 46,574

   その他事業原価 ― 46,897 86.6 3,601 15,818 85.7 1,140 47,714 84.6

   売上総利益

    完成工事総利益 7,260 534 6,940

    その他事業総利益 ― 7,260 13.4 2,104 2,639 14.3 1,752 8,692 15.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費

   役員報酬 78 106 106

   従業員給料手当 2,254 576 3,038

   賞与引当金繰入額 114 ― 138

   賞与 ― 172 ―

   退職給付費用 △18 102 △48

   法定福利費 309 140 416

   福利厚生費 305 118 376

   修繕維持費 24 36 43

   事務用品費 118 37 149

   通信交通費 447 86 578

   動力用水光熱費 28 8 38

   調査研究費 217 ― 247

   広告宣伝費 20 13 31

   貸倒引当金繰入額 65 3 46

   交際費 122 17 133

   寄付金 14 4 27

   地代家賃 331 104 482

   減価償却費 17 69 47

   研究開発費 ― 142 ―

   租税公課 45 41 45

   事業所税等 48 ― 44

   保険料 8 1 14

   業務委託費 293 ― 423

   雑費 376 5,214 9.6 232 2,017 10.9 356 6,730 11.9

   営業利益 2,047 3.8 621 3.4 1,962 3.5



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 ※１ 106 0 126

   有価証券利息 1 ― 0

   受取配当金 2 37 5

   業務受託収入 ※１ 61 ― 72

   特許実施収入 31 ― 26

   賃貸収入 29 ― 33

   その他 52 281 0.5 2 40 0.2 51 312 0.6

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 ― 2 153

   支払利息割引料 128 ― ―

   工事保証料 ― 9 ―

   支払手数料 340 18 230

   貸倒引当金繰入額 20 ― ―

   貸倒損失 1 ― ―

   その他 54 543 1.0 0 31 0.2 50 433 0.8

   経常利益 1,785 3.3 630 3.4 1,841 3.3

Ⅵ 特別利益

   固定資産売却益 ※３ ― 27 3

   前期損益修正益 34 ― ―

   投資有価証券売却益 ― ― 64

   貸倒引当金戻入益 116 1 239

   その他 1 151 0.3 ― 28 0.2 21 327 0.6

Ⅶ 特別損失

   前期損益修正損 21 ― ―

   固定資産売却損 ※４ ― ― 11

   固定資産除却損 ― ― 13

   固定資産除却 
   及び売却損

― 10 ―

   減損損失 ※５ ― 254 ―

   投資有価証券売却損 ― 89 ―

   貸倒引当金繰入額 529 ― ―

   管理費配賦額取崩損 ※６ ― ― 530

   合併関係費用 ― ― 499

   その他 ※７ 88 638 1.2 ― 355 1.9 118 1,171 2.1

   税引前当期純利益 1,298 2.4 304 1.7 997 1.8

   法人税、住民税 
   及び事業税

56 393 51

   法人税等調整額 877 933 1.7 △152 240 1.4 166 217 0.4

   当期純利益 365 0.7 63 0.3 780 1.4

   前期繰越利益 ― 491

   前期繰越損失 2,533 ―

   自己株式処分差損 3 ―

   当期未処分利益 ― 554

   当期未処理損失 2,170 ―



完成工事原価報告書 

  

 
(注) 原価計算の方法は、個別原価計算である。 

  

その他事業原価報告書 

  

 
(注) 原価計算の方法は、個別原価計算である。 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

区分
注記 
番号

金額 
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額 
(百万円)

構成比
(％)

材料費 12,987 27.7 2,874 23.5 13,335 28.6

労務費 1,462 3.1 ― ― 1,183 2.5

外注費 18,137 38.7 6,180 50.6 17,353 37.3

経費 14,310 30.5 3,163 25.9 14,703 31.6

(うち人件費) (3,121) (6.7) (2,019) (16.5) ( 3,598) ( 7.7)

計 46,897 100 12,217 100.0 46,574 100

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

株式会社テトラ

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

材料費 564 15.7 596 52.3

外注費 376 10.4 129 11.3

経費 2,660 73.9 415 36.4

(うち人件費) (1,024) (28.5) (1) (0.1)

計 3,601 100 1,140 100



③ 【利益処分計算書及び損失処理計算書】 

不動建設株式会社 

(損失処理計算書) 

  

 
  

株式会社テトラ 

(利益処分計算書) 

  

 
  

前事業年度
平成18年６月23日 
株主総会決議

区分 金額(百万円)

(当期未処理損失の処理)

Ⅰ 当期未処理損失 2,170

Ⅱ 次期繰越損失 2,170

第54期
(平成18年６月21日) 

株主総会決議

区分
注記 
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 554

Ⅱ 任意積立金取崩額

 固定資産圧縮積立金
 取崩額

8

 合計 563

Ⅲ 利益処分額

 株主配当金 198

 (１株につき) (6円00銭) 198

Ⅳ 次期繰越利益 364



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

（注）その他利益剰余金の内訳 

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他資本剰
余金

資本剰余金合
計

その他利益剰

余金

平成18年３月31日残高(百万円) 4,989 1,347 ― 1,347 △2,170 △1 4,165

事業年度中の変動額

 当期純利益 ― ― ― ― 780 ― 780

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― △0 △0

 自己株式の処分 ― ― 0 0 ― 0 0

 固定資産圧縮積立金の取崩 ― ― ― ― ― ― ―

 合併による増減 11 1,125 ― 1,125 6,525 △1,015 6,645

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(百万円) 11 1,125 0 1,125 7,305 △1,016 7,425

平成19年３月31日残高(百万円) 5,000 2,472 0 2,472 5,135 △1,017 11,590

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券 

評価差額金
繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 35 ― 35 4,200

事業年度中の変動額

  当期純利益 ― ― ― 780

  自己株式の取得 ― ― ― △0

  自己株式の処分 ― ― ― 0

  固定資産圧縮積立金の取崩 ― ― ― ―

  合併による増減 477 ― 477 7,122

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△62 △10 △72 △72

事業年度中の変動額合計(百万円) 415 △10 405 7,829

平成19年３月31日残高(百万円) 449 △10 439 12,029

配当準備積立金 固定資産圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金
その他利益剰余金

合計

平成18年３月31日残高(百万円) ― ― ― △2,170 △2,170

事業年度中の変動額

 当期純利益 ― ― ― 780 780

 自己株式の取得 ― ― ― ― ―

 自己株式の処分 ― ― ― ― ―

 固定資産圧縮積立金の取崩 ― △4 ― 4 ―

 合併による増減 550 64 6,287 △376 6,525

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(百万円) 550 60 6,287 408 7,305

平成19年３月31日残高(百万円) 550 60 6,287 △1,763 5,135



重要な会計方針 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの

 期末前１ケ月の市場価格の平

均に基づいて算定された価額に

よる時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定して

いる。）

 時価のないもの

 移動平均法による原価法又は

償却原価法

有価証券 

子会社株式 

 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの

 決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

 時価のないもの

 移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの

 決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定してい

る。）

 時価のないもの

 移動平均法による原価法又は

償却原価法

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

販売用不動産

 個別法による原価法

未成工事支出金

 個別法による原価法

未成工事支出金

 個別法による原価法

その他事業支出金

 個別法による原価法

材料貯蔵品

 移動平均法による原価法

販売用不動産

 個別法による原価法

未成工事支出金

 個別法による原価法

 その他事業支出金

個別法による原価法

３ 固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産 

 定額法によっている。 

 なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっている。

有形固定資産

 定率法(ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物(建物付

属設備を除く)については定額法)

によっている。

 なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっている。

有形固定資産 

 定率法(ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物(建物付

属設備を除く)については定額法)

によっている。 

 なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっている。

少額減価償却資産

 取得価額が10万円以上20万円未

満の資産については、各事業年度

毎に一括して３年間で均等償却を

行っている。

――――― 少額減価償却資産

 取得価額が10万円以上20万円未

満の資産については、各事業年度

毎に一括して３年間で均等償却を

行っている。

無形固定資産

 定額法によっている。

 なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっている。

 また、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法を採

用している。

無形固定資産 

 定額法によっている。 

 なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっている。 

 また、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法によ

っている。

無形固定資産

 定額法によっている。

 なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっている。

 また、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法を採

用している。

４ 引当金の計上基準 貸倒引当金

 売上債権、貸付金等の貸倒によ

る損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上している。

貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒によ

る損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額

を計上している。

貸倒引当金

 売上債権、貸付金等の貸倒によ

る損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上している。

完成工事補償引当金

 完成工事に係る瑕疵担保の費用

に備えるため、将来の見積補償額

を計上している。

完成工事補償引当金 

 完成工事に係る補修費用に備え

るため、対象完成工事高に対する

見積補償額を計上している。

完成工事補償引当金

 完成工事に係る瑕疵担保の費用

に備えるため、将来の見積補償額

を計上している。



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

――――― 工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損失に備

えるため、期末手持工事のうち損

失の発生が見込まれ、かつ、その

金額を合理的に見積ることができ

る工事について、損失見込額を計

上している。

―――――

賞与引当金

 従業員に対して支給する賞与に

備えるため、支給見積額を計上し

ている。

――――― 賞与引当金

 従業員に対して支給する賞与に

備えるため、支給見積額を計上し

ている。

受注工事損失引当金 

 受注工事の損失に備えるため、

期末受注残高のうち、工事原価の

発生見込額が受注金額を超過する

請負工事について、その超過額が

合理的に見積可能となったものに

ついてその超過見込額を計上して

いる。

――――― 受注工事損失引当金 

 受注工事の損失に備えるため、

期末受注残高のうち、工事原価の

発生見込額が受注金額を超過する

請負工事について、その超過額が

合理的に見積可能となったものに

ついてその超過見込額を計上して

いる。

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、期末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上

している。 

 過去勤務債務は、４年による定

額法により費用処理することとし

ている。 

 数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務年数に

よる定額法により翌事業年度から

費用処理することとしている。

退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計

上している。

 過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)による定額法に

より費用処理している。

 数理計算上の差異は、各期の発

生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(10年)に

よる定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌期から費用処理し

ている。

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、期末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上

している。 

 過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(４～５年)による定額

法により費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(10～14年)による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理している。

役員退職引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規による期末要支給額

の全額を計上している。 

 なお、当事業年度においては内

規の運用を停止しているため、計

上していない。

役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上している。

 なお、平成16年６月に役員報酬

制度を改訂しており、平成16年７

月以降対応分については引当計上

を行っていない。

役員退職慰労引当金    

 役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上している。

 なお、当事業年度においては内

規の運用を停止しているため、計

上していない。

５ 完成工事高の計上基準  完成工事高の計上は、工事完成

基準によっているが、長期大型

(工期１年以上、請負金額３億円

以上)の工事については、工事進

行基準によっている。

 完成工事高の計上基準は、工事

完成基準によっているが、長期大

型の工事(工期が１年を超え、か

つ、請負金額が３億円以上)につ

いては、工事進行基準によってい

る。

 完成工事高の計上は、工事完成

基準によっているが、長期大型

(工期１年以上、かつ、請負金額

３億円以上)の工事については、

工事進行基準によっている。

   なお、工事進行基準によった完

成工事高は22,398百万円である。

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は2,087百万円である。

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は21,983百万円である。

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。



 
  

(会計処理の変更) 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

７ ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっている。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

  金利スワップ取引 

 ヘッジ対象 

  変動金利借入金取引 

③ヘッジ方針 

 長期的にみて金利の上昇が予想

されることから、金利変動リスク

を相殺し固定化するヘッジを行う

こととしている。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ対象とヘッジ手段につい

て、キャッシュ・フローの変動の

累計を比較する方法によってい

る。

――――― ①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっている。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

  金利スワップ取引 

 ヘッジ対象 

  変動金利借入金取引 

③ヘッジ方針 

 長期的にみて金利の上昇が予想

されることから、金利変動リスク

を相殺し固定化するヘッジを行う

こととしている。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ対象とヘッジ手段につい

て、キャッシュ・フローの変動の

累計を比較する方法によってい

る。

８ 消費税及び地方消費税に

相当する額の会計処理

 消費税及び地方消費税に相当す

る額の会計処理は、税抜方式によ

っている。

 消費税及び地方消費税に相当す

る額の会計処理は、税抜方式によ

っている。

 消費税及び地方消費税に相当す

る額の会計処理は、税抜方式によ

っている。

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

――――― (固定資産の減損に係る会計基準)  

 当期より、固定資産の減損に係る

会計基準(「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年８月９

日))及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31

日)を適用している。これにより、

税引前当期純利益は254百万円減少

している。  

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してい

る。

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等)  

 当事業年度より「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会  平成17年

12月9日 企業会計基準第5号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12月9

日 企業会計基準適用指針第8号)を

適用している。これまでの資本の部

の合計に相当する金額は、12,039百

万円である。  

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成してい

る。



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

(企業結合に係る会計基準等)  

 当事業年度より「企業結合に係る

会計基準」(企業会計審議会 平成

15年10月31日)及び「事業分離等に

関する会計基準」(企業会計基準委

員会 平成17年12月27日 企業会計

基準第7号)並びに「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針」(企業会計基準委員会

最終改正平成18年12月22日 企業会

計基準適用指針第10号)を適用して

いる。  

 

(支店等事業所における管理経費の

会計処理について)  

 従来、合併存続会社の旧不動建設

株式会社では、支店等事業所で発生

する管理経費は、施工支援経費と認

められるものを除き、販売費及び一

般管理費として処理しており、一

方、合併消滅会社の旧株式会社テト

ラでは、完成工事原価等または未成

工事支出金等に配賦して処理してき

た。  

 平成18年10月1日の両社の合併に

伴い、業務内容の統合を行うととも

に、会計処理のより健全化を目的に

当該経費は施工支援経費と認められ

るものを除き、販売費及び一般管理

費として発生時の費用とする方法に

統一した。  

 この結果、旧株式会社テトラより

引き継いだ未成工事支出金等に含ま

れている支店等事業所の配賦額を

「管理費配賦額取崩損」として530

百万円を特別損失に計上している。 

 なお、従来の方法に比較して、売

上総利益が1,437百万円増加し、営

業利益及び経常利益が491百万円増

加し、税引前当期純利益が40百万円

減少している。 



(表示方法の変更) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

(貸借対照表関係) 

 「預け金」は資産総額の100分の

１以下となったため、「その他流動

資産」に含めて表示している。な

お、当事業年度の「その他流動資

産」に含まれている「預け金」の金

額は221百万円である。

――――― (貸借対照表関係)

1. 前事業年度において、投資その

他の資産の「その他」に含めてい

た「敷金保証金」は資産総額の

100分の１を超えたため、当事業

年度より区分掲記することとし

た。なお、前事業年度の投資その

他の資産の「その他」に含まれて

いる「敷金保証金」の金額は283

百万円である。

2. 「会員権等」は資産総額の100

分の１以下となったため、投資そ

の他の資産の「その他」に含めて

表示している。なお、当事業年度

の投資その他の資産の「その他」

に含まれている「会員権等」の金

額は441百万円である。

(損益計算書関係)

1. 「賃貸収入」は営業外収益の

100分の10を超えたため、区分掲

記した。なお、前事業年度の営業

外収益の「雑収入」に含まれてい

る「賃貸収入」の金額は17百万円

である。

2. 「特許実施収入」は営業外収益

の100分の10を超えたため、区分

掲記した。なお、前事業年度の営

業外収益の「雑収入」に含まれて

いる「特許実施収入」の金額は20

百万円である。

――――― (損益計算書関係)

1. 「その他事業収入」及び「その

他事業原価」は従来、「完成工事

高」及び「完成工事原価」に含め

て表示していたが、重要性が増し

たため、区分掲記した。なお、前

事業年度の「完成工事高」及び

「完成工事原価」に含まれている

「その他事業収入」及び「その他

事業原価」の金額はこれぞれ2百

万円及び0百万円である。

2. 前事業年度において営業外費用

の「支払利息割引料」として掲記

されていたものは当事業年度から

「支払利息」として表示してい

る。

3. 「貸倒引当金繰入額」は特別損

失の100分の10以下となったた

め、特別損失の「その他」に含め

て表示した。なお、当事業年度の

特別損失の「その他」に含まれて

いる「貸倒引当金繰入額」の金額

は9百万円である。



(追加情報) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

――――― (工事損失引当金) 

 期末手持工事のうち当期末で損失

が確実視される工事が新たに発生し

たため、翌期以降に発生が見込まれ

る損失を引当計上している。この結

果、営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益が131百万円それぞれ減

少している。

           ―――――



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  
前事業年度 

(平成18年３月31日) 当事業年度 
(平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

 

※１ 関係会社に係る注記

   区分掲記されたもの以外で各

科目に含まれている関係会社に

対するものは次のとおりであ

る。
完成工事未 
収入金

32百万円

長期営業外 
未収入金

1,008百万円

会員権等 490百万円

支払手形 922百万円

工事未払金 605百万円

 

※１ このうち関係会社に対するも

のは次のとおりである。
その他事業
未収入金

37百万円

工事未払金
及びその他
事業未払金

561百万円

預り金 450百万円

※１ 関係会社に係る注記

   区分掲記されたもの以外で各

科目に含まれている関係会社に

対するものは次のとおりであ

る。

受取手形 113百万円

長期営業外  
未収入金

820百万円

支払手形 1,184百万円

工事未払金 1,857百万円

その他事業未
払金

86百万円

預り金 230百万円

※２ 下記資産は、宅地建物取引業

法に基づく営業保証金として法

務局に供託している。

有価証券 20百万円

      ――――― ※２ 下記資産は、宅地建物取引業

法に基づく営業保証金として法

務局に供託している。

有価証券 20百万円

      ――――― ※３ このうち52百万円を、当該船

舶の共同購入先である興生建設

㈱の金融機関借入金175百万円

に対する物上保証として担保に

提供している。

      ―――――

      ―――――  ４ 偶発債務(保証予約)

   下記の会社の銀行借入金につ

いて保証を行っている。

不動建設㈱ 10,800百万円

      ―――――

※５ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行と貸出

コミットメント契約を締結して

いる。これらの契約に基づく当

事業年度末の残高は次の通りで

ある。
貸出コミット 
メントの総額

10,000百万円

借入実行残高 3,000

差引額 7,000  

 ５ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行と貸出

コミットメント契約を締結して

いる。これらの契約に基づく当

期末の残高は次の通りである。
貸出コミット
メントの総額

7,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 7,000

※５ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行と貸出

コミットメント契約を締結して

いる。これらの契約に基づく当

事業年度末の残高は次の通りで

ある。
貸出コミット 
メントの総額

8,500百万円

借入実行残高 3,000

差引額 5,500

※６ 会社の発行する株式の総数

   普通株式 272,559千株

   第１種優先株式 10,000千株

   発行済株式の総数

   普通株式 182,025千株
 

※６ 会社が発行する株式の総数

   普通株式 68,000千株

   発行済株式の総数

   普通株式 34,040千株

      ―――――

※７ 自己株式の保有数

   普通株式 4,121株

※７ 当社が保有する自己株式の数

は、普通株式922千株である。

      ―――――

 ８ 平成16年６月25日開催の定時

株主総会において下記の欠損填

補を行った。

資本準備金 4,912百万円

      ―――――       ―――――

 ９ 資本の欠損の額は2,172百万円

である。

      ―――――       ―――――

  10 商法施行規則第124条第３号に

規定する純資産額は 35百万円

である。

 10 商法施行規則第124条第３号  

に規定する資産に時価を付した

ことにより増加した純資産額は

541百万円である。

      ―――――



 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日) 当事業年度 

(平成19年３月31日)
不動建設株式会社 株式会社テトラ

      ―――――       ――――― ※11 当事業年度末日満期手形の会

計処理については、手形交換日

をもって決済処理している。 

 なお、当事業年度末日は金融

機関の休日であったため、次の

期末日満期手形が当事業年度末

残高に含まれている。

受取手形 198百万円

支払手形 2,111百万円



(損益計算書関係) 

 
  
  

前事業年度 
(平成18年３月31日) 当事業年度 

(平成19年３月31日)
不動建設株式会社 株式会社テトラ

※１ 関係会社取引の内訳

受取利息 102百万円

業務受託収入 44百万円

      ――――― ※１ 関係会社取引の内訳

受取利息 121百万円

業務受託収入 62百万円

  ２ 研究開発費
 一般管理費及び完成工事原価に
含まれている研究開発費は、261
百万円である。

  ２ 研究開発費
 研究開発費は142百万円であ
り、全額販売費及び一般管理費に
計上している。

  ２ 研究開発費
一般管理費及び完成工事原価に

含まれている研究開発費は、324
百万円である。

      ――――― ※３ 主として、土地の売却益であ

る。

※３ 固定資産売却益の内容

船舶 2百万円

工具器具・備
品

1

計 3

      ――――― ※４ 主として、建物の売却損であ

る。

※４ 固定資産売却損の内容

土地 11百万円

      ―――――

 

※５ 減損損失 
 当期において、当社は254百万円
の減損損失を計上した。その主な
ものは以下のとおりである。

場所 用途 種類
減損損失

(百万円)

沖縄県島尻郡 

八重瀬町
遊休

土地、

建物
132

愛知県常滑市 遊休 土地 53

宮城県石巻市 遊休 土地 31

秋田県男鹿市 遊休 土地 19

 当社は、独立したキャッシュ・
フローを生成する資産グループと
して建設事業、型枠賃貸事業、そ
の他の事業の各事業セグメント単
位及びそれらの事業に共用される
資産により、資産のグルーピング
を行っている。
 上記の資産は、遊休等の状態に
あり、かつ、地価の下落が著しい
ため、帳簿価格を回収可能価額ま
で減額し、当該減少額を減損損失
として特別損失に計上した。
 なお、当該資産の回収可能価額
は正味売却価額(不動産鑑定評価基
準に基づく評価額及び帳簿価額の
重要性の低い物件については固定
資産税評価額を使用)によってい
る。

      ―――――

      ―――――       ――――― ※６ 管理費配賦額取崩損 
(会計処理の変更)に記載のとお

り、旧株式会社テトラにおける支
店等事業所で発生する管理経費の
会計処理方法を変更したことに伴
なう、未成工事支出金等下期首残
高に配賦していた管理経費の取崩
損である。 

      ―――――       ――――― ※７ その他には、貸倒引当金繰入

額9百万円が含まれている。



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次の通りである。 

 
減少数は単元未満株式の買増請求による売渡しによるものである。 

  
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 4,121 17,529,971 320 17,533,772

 ㈱テトラが保有していた不動建設㈱の株式の承継 97,000,000株

 ㈱テトラが保有していた自己株式の承継 2,224,500株

 ㈱テトラの株主へ割当交付 △81,697,468株

合併による増加合計 17,527,032株

単元未満株式の買取による増加 2,939株



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

１ リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引

  (借主側)

 ①リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 

取得価額 

相当額

減価償却 

累計額 

相当額

期末残高

相当額

機械装置
百万円 百万円 百万円

2 2 0

車両 

運搬具
81 49 32

工具器具 

・備品
115 86 29

合計 198 137 61

 

取得価額

相当額

減価償却

累計額 

相当額

期末残高

相当額

車両 

運搬具

百万円 百万円 百万円

66 47 19

備品 60 49 10

合計 126 97 29

 なお、取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定している。

 

取得価額 

相当額

減価償却 

累計額 

相当額

期末残高

相当額

車両  

運搬具

百万円 百万円 百万円

113 75 38

工具器具

・備品
170 51 118

合計 283 127 156

 ②未経過リース料期末残高

相当額

 

１年内 36百万円

１年超 33

 計 69
 

１年内 14百万円

１年超 15

 計 29

 なお、未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定して

いる。

 

１年内 54百万円

１年超 106

 計 160

 ③支払リース料、減価償却

費相当額及び支払利息相

当額

   支払リース料 61百万円 22百万円 67百万円

   減価償却費相当額 45百万円 22百万円 56百万円

   支払利息相当額 11百万円 ―百万円 8百万円

 ④減価償却費相当額の算定

方法

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。

 ⑤利息相当額の算定方法  リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってい

る。

―――――  リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってい

る。

２ オペレーティング・リー

ス取引

  (借主側)

   未経過リース料

１年内 1百万円

１年超 1

 計 2

――――― １年内 1百万円

１年超 0

 計 1

(減損損失について) ―――――  リース資産に配分された減損

損失はないため、項目等の記載

は省略している。

 リース資産に配分された減損

損失はないため、項目等の記載

は省略している。



次へ 

(有価証券関係) 

前事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

不動建設株式会社 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

株式会社テトラ 

子会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

当事業年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

    子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

種類

第54期
(平成18年３月31日)

貸借対照表計上額(百万円) 時価(百万円) 差額(百万円)

子会社株式 4,850 17,654 12,804



(税効果会計関係) 
  

 
  

(企業結合等関係) 

当事業年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

(1)連結財務諸表の注記事項(企業結合等関係)における記載内容と同一であるため、記載を省略

している。 

前事業年度 
(平成18年３月31日) 当事業年度 

(平成19年３月31日)
不動建設株式会社 株式会社テトラ

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債

の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金損金 
算入限度超過額

1,077百万円

販売用不動産等 
評価損

1,807

退職給付引当金 
損金算入限度 
超過額

1,571

固定資産評価損 2,112

投資有価証券 
評価損

209

繰越欠損金 8,847

その他 180

繰延税金資産小計 15,803

評価性引当額 △11,859

繰延税金資産合計 3,944

繰延税金負債

その他有価証券 
評価差額金

△24

繰延税金負債小計 △24

繰延税金資産の 
純額

3,920

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債

の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

固定資産評価損 108百万円

受注工事損失
引当金

53

退職給付引当金
損金算入限度 
超過額

113

役員退職慰労
引当金

28

貸倒引当金損金
算入限度超過額

30

賞与引当金
繰入額

69

その他 136

繰延税金資産小計 540

評価性引当金 △19

繰延税金資産合計 521

繰延税金負債

その他有価証券
評価差額金

△371

固定資産 
圧縮積立金

△46

繰延税金負債合計 △417

繰延税金資産の
純額

103

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債

の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金損金 
算入限度超過額

1,001百万円

販売用不動産等 
評価損

1,806

退職給付引当金 
損金算入限度 
超過額

1,380

固定資産評価損 973

投資有価証券
評価損

225

繰越欠損金 10,121

その他 405

繰延税金資産小計 15,910

評価性引当額 △11,343

繰延税金資産合計 4,567

繰延税金負債

 その他有価証券 

 評価差額金
△275

固定資産
圧縮積立金

△41

繰延税金負債合計 △316

繰延税金資産の
純額

4,251

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用

後の法人税等の負担率との差異

の原因となった主な項目別の内

訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

永久に損金に算
入されない項目

9.6

住民税均等割額

等
5.0

その他 0.0

評価性引当額の
増減による影響

16.6

税効果会計適用後

の法人税等の負担

率

71.9
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用

後の法人税等の負担率との差異

の原因となった主な項目別の内

訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

永久に損金に算
入されない項目

19.0

永久に益金に算
入されない項目

△0.8

住民税均等割等 18.1

その他 2.1

税効果会計適用後

の法人税等の負担

率

79.1

２ 法定実効税率と税効果会計適用

後の法人税等の負担率との差異

の原因となった主な項目別の内

訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

永久に損金に算
入されない項目

10.9

住民税均等割額

等
6.7

その他 0.0

評価性引当額の
増減による影響

△36.5

税効果会計適用後

の法人税等の負担

率

21.8



次へ 

(１株当たり情報) 
  

 
(注) 算定上の基礎 

1 １株当たり当期純利益 

 
  

２ １株当たり純資産 

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

１株当たり純資産額 23.07円 391.95円 73.13円

１株当たり当期純利益 2.11円 1.91円 4.50円

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益

 なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しな

いため記載していない。

 なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては潜在株式が存在し

ないため記載していない。

 なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては潜在株式が存在し

ないため記載していない。

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

１株当たり当期純利益

損益計算書上の当期純利益 365百万円 63百万円 780百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円 ― ―百万円

普通株式に係る当期純利益 365百万円 63百万円 780百万円

普通株式の期中平均株式数 173,201千株 33,291千株 173,281千株

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

純資産の部の合計額 ―百万円 ―百万円 12,029百万円

純資産の部の合計額から控除する

金額
―百万円 ―百万円 ―百万円

普通株式に係る期末純資産 ―百万円 ―百万円 12,029百万円

1株当たり純資産額の算定に用い

られた期末の普通株式の数
―千株 ―千株 164,491千株



(重要な後発事象) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

(株式会社テトラとの合併）

 当社は、平成18年４月26日に株式会

社テトラとの間で合併契約を締結し

た。当該合併契約書は、平成18年６月

23日開催の当社の第60期定時株主総会

及び平成18年６月21日開催の株式会社

テトラの第54回定時株主総会において

承認を受けている。

 合併の目的、合併契約書の要旨及び

株式会社テトラの直近事業年度の事業

内容及び貸借対照表（要約）等は次の

とおりである。

 連結財務諸表に係る注記事項（重要

な後発事象（連結子会社不動建設㈱と

の合併））に記載のとおり。

―――――

１.合併の目的

 今日の建設業界を取巻く環境は、公

共投資が長期的に減少を続けているな

ど、ますます厳しさを増している。こ

の１年間においても、「公共工事品質

確保法」や「改正独占禁止法」が施行

され、一般競争入札の拡大や総合評価

方式の進展、さらには、平成18年秋に

も予定されている「入札ボンド」の導

入などによって、公共工事の入札・契

約制度が大きく変わろうとしている。

 このような状況下に対応するため、

両社は経営資源を結集し、陸上、海洋

の両土木事業に加えて、地盤改良事業

とブロック事業に関する独自の技術と

ノウハウを生かし、従来型の市場を確

保するとともに、耐震、耐津波・高

潮、環境、都市再生など今後拡大が見

込まれる分野への取り組みを強化し

て、高収益の確保と強固な経営基盤の

確立を図り、「技術と財務体質に優れ

た会社」を目指す。



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

２.合併後の会社の名称

 合併後の会社の名称は株式会社不動

テトラと称し、英文ではFudo Tetra 

Corporationと表示する。

３.本店の所在地

 大阪市中央区に置く。

４.合併契約書の要旨

(1) 合併の方法

 両社対等の精神をもって合併を行

うものとするが、法手続上は、当社

を存続会社とし、株式会社テトラは

解散する。

(2) 合併により発行する株式およびそ

の割当

 本合併に際し新株式を発行しない

ものとし、本合併により株式会社テ

トラから承継することとなる当社の

普通株式のうち81,697,468株を、株

式会社テトラの株式１株に対して、

当社の株式2.40株の割合をもって割

当交付する。

(3) 合併期日

 平成18年10月１日とする。

(4) 合併交付金

 合併に際し合併交付金の支払いは

行わない。

(5) 増加すべき資本金および準備金等

  ① 増加すべき資本金

 10,694,912円。本合併後の当社

の資本金は50億円となる。

  ② 増加すべき資本準備金

 合併差益の額から③および④の

額を控除した額。

  ③ 増加すべき利益準備金

 合併期日における株式会社テト

ラの利益準備金の額。

④ 増加すべき任意積立金その他の

留保利益

 合併期日における株式会社テト

ラの任意積立金その他の留保利益

の額。



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

５.株式会社テトラの事業の内容、最近

事業年度の貸借対照表（要約）及び

損益計算書（要約）

(1) 事業の内容

①住   所 
 

東京都港区三田
三丁目11番34号

②代表者の氏名 代表取締役社長
上村 正明

③事業の内容 港湾・漁港・海岸
及び河川構造物の
設計及び施工並び
に土木工事の設計
及び施工 
テトラポッド等消
波・根固ブロック
製作用型枠の賃貸 
港湾・漁港・海岸
及び河川等におけ
る建設コンサルタ
ント業務 
環境商品・景観商
品及び建設資機材
等の販売

 

(2) 第54期 貸借対照表（要約）

(平成18年３月31日) (単位：百万円)
区分 金額 区分 金額

流動資産 8,966 流動負債 5,821

固定資産 10,265 固定負債 429

負債合計 6,250

資本合計 12,981

資産合計 19,231
負債資本 

合計
19,231

 

(3) 第54期 損益計算書（要約）

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)(単位：百万円)

区分 金額

売上高 18,458

売上総利益 2,639

営業利益 622

経常利益 631

税引前当期純利益 305

当期純利益 64

当期未処分利益 555

 なお、平成18年３月31日現在の同社

の従業員数は、394人である。



前へ 

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

不動建設株式会社 株式会社テトラ

(国土交通省からの営業停止処分につい

て) 

 当社は、東京都発注の工事入札に係

る元当社社員の有罪判決が確定したこ

とに伴い、建設業法の規定に基づき、

国土交通省より平成18年４月24日付

で、関東地方整備局管内１都８県の区

域内における、土木工事業に関する営

業のうち、公共工事及び民間工事で補

助金等の交付を受けているものについ

て、同年５月９日から６月７日までの

30日間、営業停止処分を受けた。 

 しかしながら、現在のところ、当該

事象による影響を合理的に見積もるこ

とは困難であり、当該事象が翌連結会

計年度以降の財政状態及び経営成績に

与える影響は明らかではない。



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

  

【債券】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

 (その他有価証券)

 関西国際空港㈱ 9,560 478

 ㈱三菱UFJフィナンシャル・ 
 グループ

335 446

 日鉄鉱業㈱ 303,000 296

 ㈱みずほフィナンシャルグループ 375 285

 首都圏新都市鉄道㈱ 4,000 200

 新日本製鐵㈱ 234,320 194

 中部国際空港㈱ 2,350 118

 東京湾横断道路㈱ 2,000 100

 関西高速鉄道㈱ 1,480 74

 近畿日本鉄道㈱ 157,000 58

 その他46銘柄 464,735 340

 その他有価証券計 1,179,155 2,588

投資有価証券計 1,179,155 2,588

計 1,179,155 2,588

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円)

(有価証券)

 (その他有価証券)

 公債(1銘柄) 3 3

 第124回割引国債 20 20

 その他有価証券計 23 23

有価証券計 23 23

計 23 23



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) 1．当期増加額には、株式会社テトラとの合併によるものが、下記のとおり含まれている。 

建物806百万円、構築物341百万円、機械装置378百万円、船舶662百万円、車両運搬具5百万円、工具器具・

備品12,300百万円、土地1,489百万円、無形固定資産56百万円、長期前払費用1百万円 

2．無形固定資産の金額は資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略した。 

   

【引当金明細表】 

  

 
(注) 1．当期増加額には、株式会社テトラとの合併に伴うものが下記のとおり含まれている。 

貸倒引当金106百万円、完成工事補償引当金2百万円、受注工事損失引当金47百万円   

2．貸倒引当金の当期減少額（その他）は、債権の回収による戻入額294百万円、一般債権の貸倒引当金洗替によ

る戻入額1百万円である。 

  

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累

計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

 建物 84 892 83 893 635 14 258

 構築物 13 341 2 352 247 7 105

 機械装置 3 378 ― 382 313 8 68

 船舶 ― 662 57 605 496 13 110

 車両運搬具 ― 5 ― 5 5 ― 0

 工具器具・備品 288 12,367 142 12,513 11,688 80 825

 土地 ― 1,489 72 1,418 ― ― 1,418

有形固定資産計 388 16,135 355 16,168 13,384 123 2,784

無形固定資産 ― ― ― 501 218 47 283

無形固定資産計 ― ― ― 501 218 47 283

長期前払費用 76 1 31 47 10 2 37

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 (注2) 3,408 242 139 295 3,216

完成工事補償引当金 18 22 20 ― 20

賞与引当金 207 312 207 ― 312

受注工事損失引当金 28 252 74 ― 205



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

(イ) 現金預金 

 
  

(ロ) 受取手形 

(a) 相手先別内訳 

  

 
  

(b) 決済月別内訳 

  

 
  

(ハ) 完成工事未収入金 

(a) 相手先別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 29

預金

当座預金 2,437

普通預金 3,557

その他 17

計 6,011

合計 6,041

相手先 金額(百万円)

五洋建設㈱ 505

鉄建建設㈱ 368

東洋建設㈱ 298

国土総合建設㈱ 216

堀田建設㈱ 157

その他 1,844

計 3,390

期日別 金額(百万円)

平成19年４月 577

    ５月 836

    ６月 709

    ７月 1,232

    ８月 35

計 3,390

相手先 金額(百万円)

国土交通省 3,625

鹿島建設㈱ 2,183

東日本高速道路㈱ 1,449

西日本高速道路㈱ 813

東京都 623

その他 11,519

計 20,213



(b) 滞留状況 

  

 
  

(ニ) 未成工事支出金 

  

 
(注) 他勘定からの振替額は、合併により㈱テトラより引き継いだ3,849百万円と管理費配賦額取崩損として特別損失

に振替えた額530百万円の差額である。 

期末残高の内訳は次のとおりである。 

 
  

(ホ) 繰延税金資産 

 
(注) 内容については、注記事項（個別）の（税効果会計関係）に記載している。 

  

計上期 金額(百万円)

平成19年３月期計上額 19,719

平成18年３月期以前計上額 494

計 20,213

期首残高 
(百万円)

当期支出額 
(百万円)

他勘定からの振替額
(百万円)

完成工事原価への
振替額(百万円)

期末残高 
(百万円)

2,052 45,089 3,318 47,786 2,673

材 料 費 737百万円

労 務 費 62

外 注 費 1,069

経   費 805

  計 2,673

区分 金額(百万円)

流動資産 940

固定資産 3,311

 投資その他の資産 3,311

計 4,251



② 負債の部 

(イ) 支払手形 

(a) 相手先別内訳 

  

 
  

(b) 決済月別内訳 

  

 
  

(ロ) 工事未払金 

  

 
  

(ハ) 短期借入金 

  

 
(注) １ 1年以内返済予定の借入金のうち、運転資金は2,400百万円である。 

２ 1年以内返済予定の借入金の内訳は、(ホ)長期借入金に記載している。 

相手先 金額(百万円)

フドウ技研㈱ 1,287

日本海工㈱ 419

丸磯建設㈱ 346

日商岩井セメント㈱ 212

山崎建設㈱ 208

その他 5,135

計 7,607

期日別 金額(百万円)

平成19年４月 2,155

    ５月 3,867

    ６月 31

    ７月 1,554

計 7,607

相手先 金額(百万円)

フドウ技研㈱ 1,679

壺山建設㈱ 790

大成建設㈱ 375

㈱大林組 372

若築建設㈱ 367

その他 10,343

計 13,927

使途 借入先 金額(百万円) 終返済期限

運転資金

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 2,677 平成19年４月

㈱百十四銀行 138 平成19年４月

㈱千葉銀行 92 平成19年４月

㈱静岡銀行 92 平成19年４月

計 3,000

1年以内返済予定の借入金 2,400

合計 5,400



(ニ) 未成工事受入金 

  

 
(注) 損益計算書の売上高56,406百万円と上記売上高への振替額37,596百万円との差額18,811百万円は完成工事未収

入金等の当期計上額である。また、当期受入額には合併により㈱テトラより引き継いだ2,743百万円が含まれて

いる。 

  

(ホ) 長期借入金 

  

 
(注) ( )内の金額は１年以内に返済期限が到来するため、貸借対照表において短期借入金として掲げた金額の内書

きである。 

  

(ヘ) 退職給付引当金 

  

 
  

(3) 【その他】 

特記事項なし。 

  

期首残高(百万円) 当期受入額(百万円) 売上高への振替額(百万円) 期末残高(百万円)

2,313 39,107 37,596 3,825

借入先 金額(百万円) 終返済期限

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行
5,400

( 2,400 )
平成21年４月

相手先 金額(百万円)

退職給付債務 12,733

未認識数理計算上の差異 △3,176

未認識過去勤務債務（債務の減額） 778

年金資産 △7,015

前払年金費用 26

計 3,347



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
（注） 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使する 

   ことができない。 

    会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

    会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

    株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

    株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求す 

    る権利 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
100,000 株券、10,000 株券、1,000 株券、100 株券、
100株未満の株数を表示した株券

剰余金の配当の基準日
３月31日 
９月30日

１単元の株式の数 100株

株式の名義書換え

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

株式名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 株券１枚につき印紙税と50円

株券喪失登録に伴う手数料
1. 喪失登録   1件につき 10,500円
2. 喪失登録株券 1枚につき  525円

単元未満株式の買取り 
および買増し

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

株式名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として、別途定める金額

公告掲載方法

電子公告の方法により当社ホームページ（http://www.fudotetra.co.jp/）
に掲載して行う。
ただし、電子公告によることができない事故その他やむを得ない事由が生じ

たときは、日本経済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はない。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から本有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

(不動建設株式会社) 

(1) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の２（合併契約）に基づく臨時報告書を平成

18年４月26日に近畿財務局長に提出 

(株式会社テトラ) 

(2) 臨時報告書 

不動建設株式会社と合併契約書を締結したことによる、証券取引法第24条の５第４項および企業内容

等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の２の規定に基づく臨時報告書を平成18年４月26日に

関東財務局長に提出 

(株式会社テトラ) 

(3) 自己株券買付状況報告書（証券取引法24条の６第１項に基づくもの） 

自 平成18年３月１日 至 平成18年３月31日  平成18年４月12日関東地方財務局長に提出 

自 平成18年４月１日 至 平成18年４月30日  平成18年５月12日関東地方財務局長に提出 

自 平成18年５月１日 至 平成18年５月31日  平成18年６月14日関東地方財務局長に提出 

自 平成18年６月１日 至 平成18年６月21日  平成18年７月３日関東地方財務局長に提出 

(不動建設株式会社) 

(4) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第60期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月23日近畿財務局長に

提出 

（株式会社テトラ） 

(5) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第54期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月21日関東財務局長に

提出 

(不動建設株式会社) 

(6) 訂正報告書 

平成18年６月23日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書を平成18年６月30日に近畿財務局長に 

  提出 

(株式会社不動テトラ) 

(7) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第４号に基づく臨時報告書を平成18 

 年10月２日に関東財務局長に提出 

(株式会社不動テトラ) 

(8) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号に基づく臨時報告書を平成18年10月25日  

 に関東財務局長に提出 

(株式会社不動テトラ 旧不動建設株式会社) 

(9) 半期報告書 

事業年度 第61期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)平成18年12月25日関東財務局長

に提出 

(株式会社不動テトラ 旧株式会社テトラ) 



(10) 半期報告書 

事業年度 第55期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)平成18年12月25日関東財務局長

に提出 

  



該当事項なし。 

  

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２３日

不 動 建 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている不動建設株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、不動建設株式会

社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 １．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年４月２６日に株式会社テトラとの間で合併契約を締結した。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は国土交通省から平成１８年５月９日から６月７日までの３０日間、営業停止

処分を受けた。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

次へ 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 平 井 久 也 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 原 正 三 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２１日

株 式 会 社 テ ト ラ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社テトラの平

成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社テトラ

及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 １．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年４月２６日に連結子会社不動建設株式会社との合併契約を締結し

た。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、連結子会社不動建設株式会社は国土交通省から平成１８年５月９日から６月７日ま

での３０日間、営業停止処分を受けた。 

 ３．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 平 井 久 也 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 一 夫 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２２日

株 式 会 社 不 動 テ ト ラ 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社不動テトラの平

成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに連結財務諸

表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用し

た会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社不動テトラ

及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 

１．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度から企業結合に係る会計基準が適用されることとなるため、こ

の会計基準により連結財務諸表を作成している。 

２．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は支店等事業所における管理経費の会計処理を変更した。 
  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

あ ず さ 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 落 合   操 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 草 野 和 彦 

      

      

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 久 野 義 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 原 正 三 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２３日

不 動 建 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている不動建設株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第６０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、損失処理

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、不動建設株式会社の

平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

 １．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年４月２６日に株式会社テトラとの間で合併契約を締結した。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は国土交通省から平成１８年５月９日から６月７日までの３０日間、営業停止

処分を受けた。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

次へ 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 平 井 久 也 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 原 正 三 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２１日

株 式 会 社 テ ト ラ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社テトラの平

成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第５４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計

算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社テトラの平

成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

追記情報 

 １．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年４月２６日に連結子会社不動建設株式会社との合併契約を締結し

た。 

 ２．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 平 井 久 也 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 一 夫 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２２日

株 式 会 社 不 動 テ ト ラ 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社不動テトラの平

成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第６１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等

変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに財務諸表に

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会

計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社不動テトラの平

成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 
  
追記情報 

１．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から企業結合に係る会計基準が適用されることとなるため、この会

計基準により財務諸表を作成している。 

２．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は支店等事業所における管理経費の会計処理を変更した。 
  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

あ ず さ 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 落 合   操 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 草 野 和 彦 

      

      

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 久 野 義 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 原 正 三 
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